
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 厚田川下流第二 事業実施主体 北海道森林管理局
あったがわかりゅうだいに

（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、厚田郡厚田村の厚田川下流第二川に位置し、下流には農地や町道ま
た人家があり、降雨時に渓岸浸食により不安定土砂が流出し、農地や水路に被害
をもたらした。
このため、渓岸の安定を図ることにより、農地等の保全を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．０２ha（丸太積土留工）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 2,404 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 107 千円

災害防止便益 19,871 千円

計 19,978 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.31

評価結果 ・必要性： 降雨の度に渓岸浸食が広がっており、このまま放置すれば今後の融
雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の
維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、不安定土砂の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）

事業実施地区名 藻岩下 事業実施主体 北海道森林管理局
もいわした

（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、札幌市南区藻岩山北斜面の麓に位置し、直下には国道２３０号、事
業所があり、国土保全上重要な地区であるが、現地は岩盤の風化が著しく降雨時
には小規模な落石が発生していた。
このため、崩壊地の復旧と山腹斜面の安定を図ることにより、国道等の保全を

図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．１１ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 125,223 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 874 千円

環境保全便益 10,741 千円

災害防止便益 269,527 千円

計 281,142 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.25

評価結果 ・必要性： 崩壊した山腹の状況から、このまま放置すれば今後の融雪、豪雨等
により落石が懸念されることから、下流施設の保全のために当事業の
実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹の安定が図られ下流施設の安全確保が図
られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 紋別沢 事業実施主体 北海道森林管理局
もんべつざわ

（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、千歳市の紋別川上流に位置し、下流にはサケ・マスふ化場や人家が
ある。降雨時に渓岸浸食により奥地に崩壊地が発生し、今後も降雨により崩壊地
の拡大が懸念されている。
このため、治山工事を実施することにより山腹崩壊地の拡大、渓岸浸食を防止

し、奥地保安林機能の高度発揮を図るものである。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 ０．１５ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 33,318 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 913 千円

災害防止便益 67,561 千円

計 68,474 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.06

評価結果 ・必要性： 山腹斜面の崩壊状況から、このまま放置すれば崩壊地の拡大が懸念
されることから、水土保全機能の高度発揮のために当事業の実施が必
要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機能の確保
が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 田畑の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
たばた の さ わ

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署

事業の概要・目的 当地区は夕張市南部に位置し、古第３期幌内層頁岩、泥岩により構成されてお
り風化が激しく山腹の崩壊が発生している。発生した崩壊地上部には人家や国道
があり、今後の融雪や豪雨等で崩壊地が拡大し人家等に被害を与える恐れがあ
る。
このため、山腹工を実施し崩壊地の復旧と拡大の防止を図るため実施するもの

である。

主な事業内容 山腹工 ０．１３ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 28,846 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,347 千円

災害防止便益 88,521 千円

計 89,868 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.12

評価結果 ・必要性： 山腹の崩壊の状況からこのまま放置すれば、融雪や降雨等により、
崩壊地が拡大し人家や国道に被害を与える恐れがあることから、当事
業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧がなされ、崩壊地上部の人家や
国道の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 地滑りの沢 事業実施主体 北海道森林管理局
じ す べ り の さ わ

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、三笠市の中央部に位置する箇所で現地は渓床内に不安定土砂が堆積
し、豪雨や融雪期には土砂の流出が懸念されている。また地域住民から濁水の流
入防止対策についての要請も受けている。
このため、渓間工等を実施し水土保全機能の維持・向上を図るため実施するも

のである。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 ０．２４ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,192 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,779 千円

災害防止便益 54,305 千円

計 59,084 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.93

評価結果 ・必要性： 山腹の崩壊や渓岸の浸食また渓床内に堆積している不安定土砂の状
況から、放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼ
すことが懸念されることから、水土保全機能の維持・向上のために当
事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の安定及び流出の
抑制が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 沼の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ぬまのさわ

（都道府県名） （北海道） 胆振東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、穂別町北西部に位置し、直下流には穂別ダム及び道央と道東を結ぶ
大動脈国道２７４号があり、国土保全上重要な地域であるが、豪雨の浸透水によ
り地すべり性山腹崩壊が発生し、既設流路工が破壊されたため、増水時の流水に
より当該箇所が洗掘され、下流の穂別ダムへの土砂流出が発生した。また、穂別
ダムへ流入する濁水を抑制する観点から治山事業及び森林整備事業の積極的な推
進について穂別町から要請されている。
このため、渓岸部である山脚を固定し山腹斜面の安定を図り水土保全機能の維

持・向上を図るものである。

主な事業内容 山腹工０．０８ｈａ（土留工、ボーリング暗渠工外）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 25,000 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 721 千円

災害防止便益 66,767 千円

計 67,488 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.70

評価結果 ・必要性： このままの状態で放置すれば、山腹崩壊が拡大し、既設物の更なる
破壊、下流への土砂流出による被害が懸念されること、また穂別町か
らの要請があることから早期の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により既設構造物の維持はもとより、山腹斜面の安定
により水土保全機能の維持・向上が図られることから事業の有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に最適な工種・工法で検討されて
おり、また、費用以上の効果も期待できることから、効率性は認めら
れる。



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 ペンケオロロップ沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ぺ ん け お ろ ろ っ ぷ ざ わ

（都道府県名） （北海道） 胆振東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、穂別町北部に位置し、国有林林道及び道央と道東を結ぶ大動脈国道
２７４号と近接している。この箇所は、融雪により山腹崩壊が発生したため平成
１５年度に災害関連緊急事業で山腹基礎工を施工したが、施工斜面が植生により
被覆されておらず、表面水による浸食が進んでいる状況である。
このため、早期に山腹斜面の安定を図る必要があるため実施するものである。

主な事業内容 山腹工 ０．５０ｈａ（伏工）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 39,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,216 千円

山地保全便益 76,916 千円

計 81,132 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.06

評価結果 ・必要性： 施工斜面の表面浸食をこのまま放置すれば、表層崩壊を誘発するだ
けではなく、基礎工により安定した山腹斜面の再崩壊を招き、近接の
林道及び国道施設への影響も懸念されることから早期の実施が必要で
ある。

・有効性： 当事業の実施により山腹基礎工の機能維持はもとより、山腹斜面の
安定が持続的に図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に最適な工種・工法で検討されて
おり、また、費用以上の効果も期待できることから、効率性は認めら
れる。



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 ぺンケメウシュナイ沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ぺ ん け め う し ゅ な い ざ わ

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は沙流郡平取町の沙流川支流糠平川に位置し、下流には糠平林道があ
る。この林道は日本の１００名山として知られる幌尻岳への登山道としても利用
され、地元自治体等の主催で登山が行われ毎年３，０００人以上が通行してい
る。平成１５年８月の台風１０号に伴う豪雨により多量の土砂が流出し、林道を
決壊させる被害をもたらした箇所で、上流には山腹崩壊や渓岸浸食、また渓床に
は多量の不安定土砂が堆積しており、降雨時等に土砂流出が発生した場合、林道
を遮断する恐れが大きいとして平取町より早期復旧の要望がある。
このため、渓床の安定を図り土砂の流出を防止し、下流部の保全を図るため実

施するものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 23,632 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,266 千円

災害防止便益 47,690 千円

計 54,956 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.33

評価結果 ・必要性： 崩壊地や渓床に堆積する不安定土砂の状況から、このまま放置すれ
ば下流への土砂の流出による施設への被害の発生が懸念されることか
ら水土保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 伊澤の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
いざ わ の さ わ

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は沙流郡日高町字千栄中部に位置し、三島集落に隣接しており、直下に
は牧場、町道がある。この箇所は、平成１３年８月の台風１０号により発生した
流下水により民有地の山腹崩壊と下流の牧場に被害をもたらした。このまま放置
しておけば豪雨等により、崩壊の拡大と新たな崩壊地の発生が懸念される箇所で
あり、平成１５年の台風１０号に伴う豪雨の発生以降地元から早期復旧の要望が
出されている。
このため、上流部の治山施設の早期概成が必要であり、平成１８年度に日高町

で実施予定の小規模治山事業施設との連携により水土保全機能の維持・向上を図
るものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 10,577 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,158 千円

災害防止便益 34,064 千円

計 36,222 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.42

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大、土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧及び渓床に堆積する不安定土砂
の流出防止が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 花咲の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
はなさきのさわ

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は沙流郡日高町の沙流川支流千呂露川に位置し、下流には町道、採草地
がある。この箇所は、平成１５年８月の台風１０号により多量の土砂が流出し、
下流の採草地に被害をもたらした。また、渓床には不安定土砂が堆積しており、
降雨時等には土砂流出により、採草地、町道への大規模な被害を及ぼす恐れが大
きいとして日高町等から早期復旧の要望がある。
このため、渓床の安定を図り土砂の流出を防止し、下流部の保全を図るため実

施するものである。

主な事業内容 渓間工 ４基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 33,781 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,580 千円

災害防止便益 87,051 千円

計 90,631 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.68

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、このまま放置すれば下流へ
の土砂の流出による施設への被害の発生が懸念されることから、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 フタップ沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ふ た っ ぷ ざ わ

（都道府県名） （北海道） 日高南部森林管理署

事業の概要・目的 フタップ沢とペンケヤルカラウシ沢は、平成１５年の台風１０号起因の山腹崩
壊により、不安定土砂が広範囲に亘って渓床に厚く堆積したため、今後増水時に
は下流の保全対象に被害を及ぼす恐れがある。なお、崩壊地は地理的条件が厳し
い奥地であり、露岩状でかつ崩壊規模が大きいので、山腹工に着手することは施
工性の観点から困難となっている。
このため、渓間工を優先して流出土砂対策を行い水土保全機能の向上を図るも

のである。

主な事業内容 渓間工 ６基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 84,463 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 32,783 千円

災害防止便益 158,968 千円

計 191,751 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.27

評価結果 ・必要性： 平成１５年の台風１０号の起因により渓床に不安定土砂が厚く堆積
しており、今後の増水時には下流の保全対象に被害を及ぼす恐れがあ
ることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床の安定が図られ、水土保
全機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的かつ効
率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 チャラセ左沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ちゃら せ ひ だ り ざ わ

（都道府県名） （北海道） 日高南部森林管理署

事業の概要・目的 チャラセ左沢は、平成１５年の台風１０号起因の山腹崩壊により、不安定土砂
が広範囲に亘って渓床に厚く堆積し、４基の既設渓間工（Ｓ33、34年度施工）は
埋没寸前であり、今後の増水時には不安定土砂が容易に移動する恐れがある。
なお、崩壊地は地理的条件が厳しい奥地であり、露岩状でかつ崩壊規模が大き

いので、山腹工に着手することは施工性の観点から困難となっている。
このため、渓間工を優先して流出土砂対策にあたり、水土保全機能の向上を図

るものである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 43,846 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 559 千円

災害防止便益 100,907 千円

計 101,466 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.31

評価結果 ・必要性： 平成１５年の台風１０号起因により不安定土砂が渓床内に厚く堆積
し、今後の増水時に下流の保全対象に被害を与える恐れがあるため、
当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床の安定が図られ、水土保
全機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 布引沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ぬのびきざわ

（都道府県名） （北海道） 留萌北部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、融雪期や豪雨時に土砂流出により、下流域の施設にたびたび被害
を与えている箇所であり、今後も融雪や豪雨等により不安定土砂が流出する恐れ
がある。
このため、渓間工を実施し不安定土砂の流出防止と土石流による渓流の荒廃を

防止するものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 11,538 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,434 千円

災害防止便益 26,230 千円

計 27,664 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.40

評価結果 ・必要性： 融雪及び豪雨による土砂流出の状況から、放置すれば今後の融雪、
豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の維持
・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 東古丹 事業実施主体 北海道森林管理局
ひがしこたん

（都道府県名） （北海道） 留萌南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、平成１１年８月の集中豪雨により渓岸浸食が拡大して土石流が発生
し、下流の農地に土砂が流出する被害を与えた。当該渓流は、渓流が蛇行し山脚
部が浸食された渓岸浸食型崩壊地であり、苫前町からも対策の要請が出ている。
このため、河川の流路の固定と縦横浸食を防止し、国道や農地の保全を図るた

め実施するものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 25,000 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,786 千円

災害防止便益 76,565 千円

計 80,351 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.21

評価結果 ・必要性： 融雪期や豪雨時に土砂が流出している状況であり、今後の降雨等に
より農地等に被害を与える恐れがあるため、当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 当事業の実施により、土砂の流出防止を図ることができ、水土保全
機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 当事業の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 パンケ川 事業実施主体 北海道森林管理局
ぱ ん け が わ

（都道府県名） （北海道） 上川北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は名寄川、名寄川パンケ地区流域に位置し、下流域には道道があり、国
土保全上重要な地域であるが、近年の豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食
で、渓床内には随所に不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨や融雪等により土
砂が流出して下流域に被害を及ぼす恐れが大きい。
このため、治山事業の実施により渓床荒廃地の復旧と不安定土砂の安定を図

り、道道の保全及び水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 （床固工 ４基、木製護床工 ２基）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 50,925 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 45,332 千円

山地保全便益 92,432 千円

計 137,764 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.71

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが
懸念されることから、水土保全機能の維持・向上のために当事業の実
施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の安定により流出
の抑制が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林整備(国有林) 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局南 小 の 森
みなみしょうのもり

（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、稚内市街地の南東部に位置する風景林で、市街地に近いことから市
民の憩いの場となっており、散策する入り込み者も数多く見られる。当該地区下
流部には、稚内市が整備したテニスコート等の施設のある公園があるほか、国有
林内を活用した近隣小学校による野外学級活動や魚の放流も行われている。
このため、風景林の整備を目的に散策路や森林の整備を図り、市民に憩いの場

を提供し、市民参加型の森林整備事業等を展開し、地域住民の生活環境の保全に
資するために実施するものである。

主な事業内容 植栽工（防風柵含）６２ha 道路補修 ５００ｍ
保育 ４３４ha 付帯施設整備（ベンチ敷設外）
本数調整伐 １１ha
作業道新設 ７，０００ｍ
歩道新設 ２，３００ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 396,109 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 903,961 千円

山地保全便益 483,653 千円

環境保全便益 4,901 千円

計 1,392,515 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.52

評価結果 ・必要性： 過去に発生したといわれる大火（明治）により、森林は荒廃し笹生
地が多く見受けられることから、下流域への良質な水資源の確保、水
土保全機能の維持・向上、環境の保全のためにも、本事業は必要であ
る。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃森林の復旧が図られ、環境の保全、水土
保全機能が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）奥地保安林保全緊急対策(国有林)

事業実施地区名 大沢川地区 事業実施主体 北海道森林管理局
おおさわかわちく

（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、礼文島中央部から北方へ流下する大沢川にある礼文町船泊地区住民
の生活用水取水口の上流部に位置し、既設道路からの距離、狭隘地等地理的条件
から発生源対策が施工できずにいた。今後の降雨等により崩壊地が拡大し、土砂
が保全対象に流出して被害を与える恐れがある。
このため、山腹工を実施し、崩壊地拡大を防止することにより健全な森林を造

成し水土保全機能の高度発揮を図るものである。

主な事業内容 山腹工 ０．２０ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 45,123 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 671 千円

災害防止便益 104,124 千円

計 104,795 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.32

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば豪雨等の際に崩壊地が拡大し、
下流域に被害を及ぼすことが懸念されることから、水土保全機能の高
度発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機能が
高度発揮されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 １２５１林班沢 事業実施主体 北海道森林管理局
１ ２ ５ １ り ん ぱ ん ざ わ

（都道府県名） （北海道） 上川南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、勇払郡占冠村の双珠別川上流の農地に隣接し、蛇紋岩を含む脆弱
な地質で、平成１５年の１０号台風等により、山腹崩壊と渓床内に堆積した土砂
が保全対象まで流出する災害が発生した。今後の降雨等により崩壊地が拡大し、
崩壊した土砂が流出して人家や農地等に被害を与える恐れがあり、占冠村からも
対応を望まれている。
このため、山腹崩壊の防止、渓床勾配の緩和を目的に渓間工、山腹工を計画し

て、崩壊地の復旧整備を実施することにより、水土保全機能の維持・向上を図る
ものである。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０．１２ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 31,324 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,167 千円

災害防止便益 83,638 千円

計 90,805 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.90

評価結果 ・必要性： 融雪及び豪雨による土砂流出の状況から、放置すれば直下の人家及
び農地等への被害の発生が懸念されることから、地域住民の民政の安
定を図るためからも当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹崩壊地の復旧及び土砂流出防止が図れる
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上に効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１９年度（３年間）

事業実施地区名 大滝の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
おおたきのさわ

（都道府県名） （北海道） 網走西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、紋別郡白滝村南部に位置し、平成１４年５月の融雪災害で渓岸浸食
及び土砂流出により下流の林道が決壊流出する被害が発生した。また今後の融雪
や豪雨等においても新たな被害の発生が懸念されている。
このため渓床内に堆積している多量の不安定土砂の流出を抑制し保安林機能の

増進を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 ２基（土留工）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 94,185 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 24,271 千円

災害防止便益 170,458 千円

計 194,729 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.07

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば今後の融雪、豪
雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓流に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２０

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 立牛沢 事業実施主体 北海道森林管理局
たつうしざわ

（都道府県名） （北海道） 網走西部森林管理署西紋別支署

事業の概要・目的 当地区は、紋別市南部、渚滑川支流藻別川下流部に位置し、下流域には道道が
あり国土保全上重要な地域である。
沢沿いの一部の急斜面には崩壊地があり、渓床には多量の不安定土砂が堆積し

ているため、融雪期及び降雨時には不安定土砂の流出により下流域に被害をもた
らす恐れがある。
このため、治山事業の実施により土砂の流出を抑止し、災害を未然に防ぐもの

である。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 8,654 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,117 千円

災害防止便益 27,819 千円

計 29,936 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.46

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地や渓床に堆積する不安定土砂の状況から、このまま放置
すれば崩壊地の拡大、土砂の流出による被害が懸念されることから、
災害を予防し、水土保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必
要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから
有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ２１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 無加川本流 事業実施主体 北海道森林管理局
むかがわほんりゅう

（都道府県名） （北海道） 網走中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、常呂郡留辺蘂町西部、常呂川支流無加川上流部に位置し、下流域に
は国道３９号があり国土保全上重要な地域であるが、山腹崩壊や渓岸浸食により
不安定土砂が随所に堆積しており、今後の豪雨や融雪等による土砂流出によって
下流域に被害を及ぼす恐れがある。
このため、治山事業の実施により土砂の流出等を抑止し下流の国道等の保全及

び水土保全機能維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 １３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 181,331 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 33,412 千円

災害防止便益 359,147 千円

計 392,559 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.16

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食や渓床に堆積した不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の融雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機
能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 池田の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
いけだ の さ わ

（都道府県名） （北海道） 網走中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、常呂郡留辺蘂町北部、常呂川支流サマケサロマ川上流部に位置し、
山腹崩壊や渓岸浸食が著しく不安定土砂が随所に堆積しているため、今後の豪雨
や融雪等により土砂の流出で下流の林道への被害や水土保全機能の低下が危惧さ
れている。
このため、治山事業の実施により土砂の流出等を抑止し下流の林道の保全及び

水土保全機能維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 39,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 5,383 千円

災害防止便益 83,458 千円

計 88,841 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.25

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食や渓床に堆積した不安定土砂の状況から、放置すれば今後
の融雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機
能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 以久科 事業実施主体 北海道森林管理局海岸
いくしなかいがん

（都道府県名） （北海道） 網走南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、斜里町西部に位置し、以久科の海岸に沿う形で存在する保安林で自
然砂丘を形成している。これら自然砂丘の海岸に面した箇所は、長年の波浪・風
食などによる経年変化により部分的には５ｍを超える崖面を形成している。崖面
の荒廃部が崩壊を起こした場合、背後に位置する町道や水産加工施設に被害を及
ぼす恐れがある。
このため、崖面の前方部に鋼矢板土留工等を実施し、崩壊の防止と植生基盤の

形成を図ることにより、山地災害防止機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 鋼矢板土留工 ９００ｍ
布団籠護岸工 ５０ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 305,052 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 62,692 千円

環境保全便益 12,889 千円

災害防止便益 580,019 千円

計 655,600 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.15

評価結果 ・必要性： 砂丘面の崖が保安林外まで拡大している状況から、放置すれば保全
対象である町道や水産加工施設に被害を及ぼす可能性があることから
保安林機能の向上のために当該事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧、斜面の安定が図られ山地災
害防止機能等が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 松本沢 事業実施主体 北海道森林管理局
まつもとざわ

（都道府県名） （北海道） 根釧西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は白糠郡白糠町中部、茶路川支流縫別川中流部に位置し、下流域には町
道、農地がある。この地域一帯は古第３紀層砂岩を基岩とする脆弱な地質であ
り、近年の豪雨等による山腹斜面の崩壊で渓床に不安定土砂が堆積していること
から今後の融雪、豪雨等で土砂流出により下流施設へ被害を与える恐れがある。
このため、渓間工を実施し土砂の流出防止と渓床の安定を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 22,788 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,690 千円

災害防止便益 51,474 千円

計 54,164 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.38

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すれば土砂流出によ
る下流施設への被害が懸念されることから、下流域の保全等のため当
事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により渓岸荒廃の復旧、下流域の保全等が図られることか
ら事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的、効率的な工
種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できること
から、効率性は認められる。



整理番号 ２５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 夕映川 事業実施主体 北海道森林管理局
ゆうばえがわ

（都道府県名） （北海道） 根釧西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は川上郡弟子屈町東部、鐺別川支流夕映川上流部に位置し、下流域には
阿寒湖畔と川湯、摩周湖等を結ぶ国道２４１号（通称：阿寒横断道路）がある。
近年の豪雨等により山腹斜面の崩壊で渓床に不安定土砂が堆積したため、今後、
融雪や豪雨等により渓床荒廃が拡大し土砂が流出して下流の施設へ被害を与える
恐れがある。
このため、渓間工を実施し土砂の流出防止と渓床の安定を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 19,231 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,830 千円

災害防止便益 35,768 千円

計 38,598 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.01

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すれば土砂流出によ
る下流施設への被害が懸念されることから、下流域の保全等のため当
事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により渓岸荒廃の復旧、下流域の保全等が図られることか
ら事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的、効率的な工
種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できること
から、効率性は認められる。



整理番号 ２６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 相 泊 事業実施主体 北海道森林管理局
あいどまり

（都道府県名） （北海道） 根釧東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は知床国立公園内にあり、道東屈指の観光地であるとともに漁業が盛ん
であり、漁業従事者の所有する番屋が多く立ち並んでいる。この一帯は知床山脈
と根室海峡に挟まれた急峻な地形で地質も脆く、例年豪雨や融雪期に落石が発生
しており、平成１６年の融雪時には小規模ではあるが表層面の土砂崩れが発生
し、落石により直下の人家の壁が損傷を受けている。また、今後の融雪、豪雨等
において、山腹崩壊地が拡大し直下の人家等に被害を及ぼすおそれがある。
このため、山腹工を実施し下流の施設の保全を図るものである。

主な事業内容 山腹工 鋼製土留工 １基
落石防止柵 ３０基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 48,077 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 962 千円

災害防止便益 105,213 千円

計 106,175 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.21

評価結果 ・必要性： 崩壊した山腹の状況から、放置すれば土砂崩落により人家等に被害
を与えることが懸念されることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により山腹の安定化が図られることから、事業の有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的、効率的な工
種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できること
から、効率性は認められる。



整理番号 ２７

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林整備促進（国有林） 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）

事業実施地区名 春苅古丹 事業実施主体 北海道森林管理局
しゅんかりこたん

（都道府県名） （北海道） 根釧東部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は羅臼町にある春刈古丹川の中流部に位置し、対象区域全域が土砂流
出防備保安林に指定されている。春刈古丹川下流周辺の集落にはサケ・マスふ化
場があるほか、河口付近にはサケ・マスの捕獲場があるなど、保全上重要な流域
となっている。当該地域は厳しい気象条件等により、過去に植栽した造林木が被
害を受け疎林となった箇所や一部未立木地化した箇所があり、天然更新による成
林が期待できない状況にあるほか、河岸沿いでは林分が過密化して下層植生が乏
しく表土流出のおそれのある箇所が見られる。
このため、点在する未立木地における健全な森林の造成や路網の整備を図り、

水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 地拵４４ha、植栽４４ha、保育１３２ha、本数調整伐３５ha
管理車道新設２，８００ｍ・補修４，０００ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 71,073 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 164,736 千円

災害防止便益 373,949 千円

計 538,685 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.58

評価結果 ・必要性： 森林の現況から、森林整備を行わなければ土砂流出等により下流域
の保全に影響が出ることが懸念されるため本事業の実施は必要であ
る。

・有効性： 事業実施により森林の整備、下流域の保全が図られることから、事
業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的、効率的な工
種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できること
から、効率性は認められる。



整理番号 ２８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 六の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ろくのさわ

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、足寄郡足寄町北部に位置し、過去の台風、集中豪雨等により渓岸の
浸食が発生し、渓床内に多量の不安定土砂が堆積している。
この地域一帯は中生層粗粒砂岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の融雪、

豪雨により渓岸浸食が拡大し、不安定土砂の流出により、下流の農地や道道に被
害を与えるおそれがある。
このため、渓間工を実施して土砂流出の防止と渓流荒廃の復旧を図るものであ

る。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 11,442 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 13,485 千円

山地保全便益 30,336 千円

計 43,821 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.83

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内の不安定土砂の状況から、放置すれば融
雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の
維持・向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の検討に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ２９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大石の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
おおいしのさわ

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、中川郡本別町に位置し、過去の台風、集中豪雨等による渓岸浸食に
より、渓床内には多量の不安定土砂が堆積している。
この地域一帯は熔結凝灰岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の融雪、豪雨

等により渓岸浸食が拡大し、不安定土砂の流出により、直下の林道に被害を与え
るおそれがある。
このため、土砂流出の防止と荒廃渓流の復旧を図る目的で渓間工を実施するも

のである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 13,942 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 614 千円

災害防止便益 35,768 千円

計 36,382 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.61

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば融雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水
土保全機能の維持・向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の検討に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 クンタルシプイ沢 事業実施主体 北海道森林管理局
く ん た る し ぷ い ざ わ

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、中川郡本別町に位置し、過去の台風、集中豪雨等による渓岸浸食に
より、渓床内には多量の不安定土砂が堆積している。
この地域一帯は熔結凝灰岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の融雪、豪雨

等により渓岸浸食が拡大し、不安定土砂の流出により、直下の人家及び道道に被
害を与えるおそれが大きい。
このため、渓間工を実施し土砂流出の防止と渓流荒廃地の復旧を図るものであ

る。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 22,596 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 11,710 千円

災害防止便益 55,138 千円

計 66,848 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.96

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内の不安定土砂の状況から、放置すれば融
雪、豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の
維持・向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の検討に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３１

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 ルノチシホルシュベツ川 事業実施主体 北海道森林管理局
る の ち し ほ る し ゅ べ つ が わ

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、足寄郡足寄町東部に位置し、中生層粗粒砂岩を基岩とする脆弱な地
質であり、上流には小規模な崩壊地がある。今後の融雪、豪雨等により崩壊地の
拡大、渓岸の浸食により不安定土砂が堆積し、直下の町道に被害を与えるおそれ
がある。
このため、治山事業の実施により崩壊地の拡大及び土砂流出を防止し災害を未

然に防ぐものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 12,019 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 16,504 千円

山地保全便益 36,841 千円

計 53,345 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.44

評価結果 ・必要性： 現地の状況から、このまま放置すれば融雪、豪雨等により崩壊地の
拡大、渓流の荒廃により堆積した不安定にの流出が懸念されることか
ら、水土保全機能の維持・向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 渓岸の崩壊、浸食の防止により、下流域の保全が図られることから
有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 支七の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
ししち の さ わ

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、広尾郡大樹町南部、紋別川上流部に位置し、近年の豪雨等により山
腹面の崩壊や渓岸の浸食が見られ、渓床内の随所に不安定土砂が堆積している。
今後の融雪、豪雨等によりこれらの土砂が流出し直下の林道に被害を与えるお

それが大きい。
このため、渓間工を実施し土砂流出の防止と荒廃渓流の復旧を図るものであ

る。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 16,250 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,185 千円

災害防止便益 28,614 千円

計 35,799 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.20

評価結果 ・必要性： 山腹の崩壊や渓岸の浸食、また渓床内に堆積している不安定土砂の
状況から、放置すれば融雪や豪雨等の際に崩壊地の拡大や土砂流出に
よる下流域への被害の発生が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法が検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 昭徳四ノ沢 事業実施主体 北海道森林管理局
しょうとくよんのさわ

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は広尾郡大樹町南部に位置し、過去の集中豪雨等において渓岸の浸食が
発生し、渓床内に多量の不安定土砂が堆積している。今後の融雪や豪雨等により
渓岸浸食が拡大し不安定土砂の流出により、直下の林道及び橋梁に被害を与える
恐れが大きい。
このため、渓間工を実施し水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 30,769 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 9,861 千円

山地保全便益 197,154 千円

計 207,015 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.73

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば融雪や豪雨等の際に、土砂流出による下流域への被害が懸
念されることから、水土保全機能の維持・向上のために当事業の実施
が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 カムメロベツ川支流 事業実施主体 北海道森林管理局
か む め ろ べ つ が わ し り ゅ う

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は広尾郡広尾町豊似川支流に位置し、直下には下豊似林道、農地があ
る。近年の融雪、豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸浸食がみられ、渓床には不
安定土砂が堆積しているため、今後の融雪、豪雨等により渓床の不安定土砂が流
出して、直下の林道や農地に被害を与えるおそれがある。
このため、渓間工を実施し、不安定土砂の流出防止と山脚の安定を図るもので

ある。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,038 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 10,130 千円

災害防止便益 98,573 千円

計 108,703 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.74

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば、融雪や豪雨等の際に土砂が流出して、下流域に被害を及
ぼすことや崩壊地の拡大が懸念されることから、水土保全機能の維持
・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 シラカバの沢 事業実施主体 北海道森林管理局
し ら か ば の さ わ

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署東大雪支署

事業の概要・目的 当地区は河東郡上士幌町の十勝川水系音更川上流に位置し、直下には国道２７
３号がある。この国道は、帯広市と旭川市また層雲峡を結ぶ道路として、また温
泉などの観光地も控え観光シーズンには、観光バス等の往来も多いことから重要
な幹線道路となっている。上流には崩壊地が存在し、渓床には不安定土砂が堆積
しているため、融雪や豪雨等による土砂流出での国道への被害が懸念されてい
る。
このため、渓間工を実施し、下流の保全対象である国道の安全確保と水土保全

機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 18,173 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,032 千円

災害防止便益 57,229 千円

計 59,261 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.26

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば融雪、豪雨
等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の維持・向
上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 オソウシ川 事業実施主体 北海道森林管理局
お そ う し が わ

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署東大雪支署

事業の概要・目的 当箇所は上川郡新得町の十勝川上流に位置し、下流には北海道電力のオソウシ
発電所施設がある。平成１４年１０月の台風により上流部や支流に多くの崩壊地
が発生し、渓床には不安定土砂が堆積しているため、下流の発電用貯水池への土
砂の流入や発電施設への被害も懸念される。
このため、渓間工を実施し、発電施設や人家の保全また、水土保全機能の維持

・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 93,055 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 14,127 千円

山地保全便益 293,963 千円

計 308,090 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.31

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば融雪、豪雨
等により土砂の流出が懸念されることから、水土保全機能の維持・向
上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂が安定し、下流域
の保全が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 陣屋の沢 事業実施主体 北海道森林管理局
じんや の さ わ

（都道府県名） （北海道） 後志森林管理署

事業の概要・目的 当地区は寿都湾に面する海岸段丘の急崖地で、下流域には、人家、町道があり
国土保全上重要な地域であるが、上流部には山腹崩壊地が発生しており、これか
ら供給された土砂が不安定に堆積しているため、今後の豪雨や融雪等により土砂
が流出して下流域に被害を及ぼす恐れがある。
このため、治山事業の実施により渓流荒廃地の復旧と不安定土砂の安定を図

り、人家や町道の保全及び水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ５基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 27,544 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,498 千円

災害防止便益 257,287 千円

計 259,785 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 9.43

評価結果 ・必要性： 渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、放置すれば土砂及び
汚濁水の流出が懸念されることから、水土保全機能の維持・向上のた
め当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床の不安定土砂の安定等により下流域の保
全等が図られ、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３８

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 升田旅館裏 事業実施主体 北海道森林管理局
ますだりょかんうら

（都道府県名） （北海道） 後志森林管理署

事業の概要・目的 当地区は新第３紀層の風化した集塊岩地帯であり、段丘斜面上には不安定な状
態で転石が点在しており、融雪、降雨時等に直下の保全対象に被害を与える恐れ
がある。
このため治山事業の実施により落石を防止し人家及び国道等への災害を未然に

防ぐものである。

主な事業内容 落石防止網工 １箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 7,212 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,892 千円

災害防止便益 91,183 千円

計 93,075 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 12.91

評価結果 ・必要性： 山腹斜面に不安定な状態で転石等が堆積しており、放置すれば直下
の人家等に被害を与える恐れがあることから、下流域の保全、保安林
機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により山腹斜面からの落石対策を実施することにより、下
流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法が検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ３９

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 苅又宅裏 事業実施主体 北海道森林管理局
かりまたたくちく

（都道府県名） （北海道） 後志森林管理署

事業の概要・目的 当地区は新第３紀層の風化した集塊岩地帯であり、段丘斜面上には不安定な状
態で転石が点在しており、融雪、降雨時等に直下の保全対象に被害を与える恐れ
がある。
このため治山事業の実施により落石を防止し人家及び国道等への災害を未然に

防ぐものである。

主な事業内容 落石防止網工 １箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 6,731 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,862 千円

災害防止便益 96,523 千円

計 98,385 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 14.62

評価結果 ・必要性： 山腹斜面に不安定な状態で転石等が堆積しており、放置すれば直下
の人家等に被害を与える恐れがあることから、下流域の保全、保安林
機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により山腹斜面からの落石対策を実施することにより、下
流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法が検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ４０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 本町地区 事業実施主体 北海道森林管理局
ほんちょうちく

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は奥尻島の中心地奥尻町本町地区に位置しており、直下には奥尻町の公
共の交通機関である公営バスの車庫と整備工場、また人家がある。
平成１６年９月の台風により山腹崩壊が発生し、不安定土砂が上流部に堆積し

ているため、豪雨時等には不安定土砂や汚濁水の流出が懸念されている。
このため、治山事業の実施により、山腹の安定と不安定土砂流出を防止し、下

流域の保全を図るものである。

主な事業内容 山腹工 鋼製枠土留工 ２基
緑化工 ０．７５ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 42,308 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,975 千円

災害防止便益 616,647 千円

計 621,622 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 14.69

評価結果 ・必要性： 山腹斜面に不安定な状態で転石・不安定土砂が堆積しており、放置
すれば直下の公共施設や人家に被害を与える恐れがあることから、下
流域の保全、保安林機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により山腹斜面からの落石による災害が防がれ、下流
域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから，効率性は認められる。



整理番号 ４１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 清水地区 事業実施主体 北海道森林管理局
し み ず ち く

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は厚沢部町、八雲町を結ぶ道道６７号線沿いに位置している。この道道
６７号線は厚沢部町と隣接町村を結び生活には欠かせない幹線道路であるととも
に、国道５号（八雲・森）が交差していることから災害時等（駒ヶ岳噴火）にお
ける迂回路としても重要な位置付けになっている。
計画箇所は平成１６年の融雪に伴い、渓流の荒廃が進み多量の土砂が発生した

ため渓床には厚く不安定土砂が堆積しているため、今後の降雨等で荒廃地の拡大
と土砂流出の恐れがある。
このため、渓間工を実施し、道道の保全及び水土保全機能の維持・向上を図る

ものである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 46,981 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 19,246 千円

災害防止便益 105,714 千円

計 124,960 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.66

評価結果 ・必要性： 渓流に多量の不安定土砂が堆積しており、放置すれば土砂の流出が
懸念されることから、下流域の保全、保安林機能の発揮のため当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により渓床に堆積している不安定土砂の安定が図ら
れ、水土保全機能の向上と下流域の保全が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから，効率性は認められる。



整理番号 ４２

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７～１９年度（３年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 上の沢地区 事業実施主体 北海道森林管理局
か み の さ わ ち く

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は日本海に注ぐ天の川上流域に位置しており、現地は疎林状態で下層は
広くチシマザサに被われているため天然更新が期待できない状況である。
このため、地表かき起こし、植付等を行い、健全な森林を造成し水土保全機能

の高度発揮を図るものである。

主な事業内容 地拵 ２８ｈａ、 植付 ２８ｈａ、下刈り ２４ｈａ
木柵工 ３００ｍ、丸太筋工 ５００ｍ
歩道新設 １，５００ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 40,934 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 162,088 千円

山地保全便益 218,779 千円

計 380,867 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 9.30

評価結果 ・必要性： 笹により天然更新が妨げられ、また疎林状態となっている林分の状
況から、水土保全機能の維持・向上のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 当事業の実施によって水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ４３

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）生活環境保全林整備（国有林）

事業実施地区名 水堀地区 事業実施主体 北海道森林管理局
みずぼ り ち く

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は渡島半島南西部で檜山管内の日本海に面し、この海岸の後方には集落
及び穀倉地帯が連なっている。この海岸林は明治初期の乱伐に端を発し、厳しい
季節風により森林が衰退し砂漠化が進んだことから、背後にある水堀地区等の田
畑の一部が不毛地帯となる被害が発生した。このため、昭和１０年より実施され
た緑化事業により飛砂による被害が緩和され、地域住民による飛砂に対する関心
が強まった。このことにより残地及び裸地の早期復旧が強く要請されているとと
もに、これまで地元住民、児童、生徒を対象に森林教室等を実施し、当該海岸防
災林の重要性等について啓発活動を行っている。今回の計画は前砂丘の一部は既
成しているが、未整備地区からの飛砂による浸食が発生してることから、前砂丘
を造成し、砂地の安定を図るとともに、後方の内陸側既施工地については保育と
併せて三角防風柵の設置と補植等により森林の造成に努めクロマツ一斉林の適正
な密度管理を行い針広混交林に誘導し飛砂防備機能の維持・向上、生活環境の保
全・形成を図るものである。

主な事業内容 前砂丘造成 885ｍ、三角防風柵設置 1,500基、保育等 69.50ha
本数調整伐 30.00ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 204,449 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 554,424 千円

環境保全便益 347,348 千円

災害防止便益 229,645 千円

計 1,131,417 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.53

評価結果 ・必要性： 飛砂による浸食が進行している状況から、このまま放置すれば森林
の衰退により周辺施設への被害が発生することから保安林機能発揮の
ため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施によって飛砂防備機能の維持・向上、生活環境の保全が
図られることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画にあたっては、現地の状況に応じた最も効果的かつ効
率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ４４

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７年度（１年間）限界状態設計法等実証（国有林）

事業実施地区名 湯の里地区 事業実施主体 北海道森林管理局
ゆ の さ と ち く

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は上磯郡知内町西部に位置し，平成１２年９月の豪雨により土砂と流木
が多量に流出した箇所である。上流部は山腹崩壊と渓岸浸食が著しく、渓床内に
は多量の土砂が不安定に堆積しているため、今後の豪雨等により土砂流出による
下流部への被害が懸念される。
このため，渓床の安定を図り土砂の流出を抑止し下流部の保全を図るため実施

するものである。また当事業は、「林野公共事業コスト構造改革プログラム」を
踏まえ、限界状態設計手法等に基づく工事を実証し、現場における施工性、安全
性等の検証を行うことにより、今後の円滑な治山施設の整備に資することを目的
とするものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,980 千円

災害防止便益 26,230 千円

計 30,210 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.09

評価結果 ・必要性： 崩壊地や渓床に堆積する不安定土砂の状況から、このまま放置すれ
ば下流への土砂の流出による施設への被害の発生が懸念されることか
ら水土保全機能の維持・向上のために当事業が必要であるとともに、
限界状態設計手法等に基づく工事により現場における施工性、安全性
等の検証のためにも必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の流出防止を図る
ことができ、水土保全機能が維持・向上されること、また現場におけ
る施工性等の検証を行うことにより技術基準、標準歩掛等に反映させ
ることができることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、新たな設計手法により、現地の状況に
応じた最も効率的かつ効果的な工種・工法で検討されており、また、
費用以上の効果も期待できることから、効率性は認められる。





別紙様式２
整理番号 ４５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 丹波沢 事業実施主体 東北森林管理局
た ん ば さ わ

（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署

、 、事業の概要・目的 当地区は大鰐町西部に位置し 豪雨等により山腹面に多数の崩壊が生じ
その後の豪雨・融雪等により拡大傾向にあり、荒廃地は裸地状態にある。
このため、崩壊地の早期緑化により崩壊地の拡大及び土砂流出の防止を
、 。図り 下方の林道の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する

主な事業内容 山腹工 １．０ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ９，６１５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，９７１ 千円
山地保全便益 ７９，８１０ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ８４，７８１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．８２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し土砂が流
出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ４６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 藤内沢 事業実施主体 東北森林管理局
と う な い さ わ

（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は深浦町北部に位置し、下流には深浦町北金ヶ沢地区の簡易水道
施設があり、集落住民の重要な水源流域であり、下流水田のかんがい用水
としても利用されているが、豪雨等により、渓岸崩壊が発生し渓床には不
安定土砂が堆積している状況にある。
このため、渓岸崩壊の拡大及び不安定土砂の流出を防止し、水道施設、

人家等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２３，０７７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，４１４ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １２８，３１８ 千円

計 １３０，７３２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．６７

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ４７

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度～１９年度
（国有林） （３年間）

事業実施地区名 久栗坂 事業実施主体 東北森林管理局
く ぐ り ざ か

（都道府県名） （青森県） 青森森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、青森市北東部に位置し、下流域の重要な水源地域となってい
るが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が
多く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０３ha
森林整備 ６４ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２２，２０１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １１７，４７５ 千円
山地保全便益 ３０，１１８ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １４７，５９３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．６５

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ４８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 三太郎沢 事業実施主体 東北森林管理局
さ ん た ろ う さ わ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

、 、事業の概要・目的 当地区は大畑町中央部に位置し 平成14年の台風21号に伴う豪雨により
倒木等が下流へ流出し漁業施設等へ被害を与えた。渓床内には倒木等が堆
積しており、今後の豪雨等により下流域へ流出する恐れがある。
このため、渓間工を設置し、下流への倒木等の流出を防止し、下流域の

保全及び民生の安定を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６，３４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，５８５ 千円
山地保全便益 ６３，４３４ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ６６，０１９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０４

評価結果 ・必要性： 渓床内の状況から、放置すれば倒木等が下流へ流出する懸念
があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内の倒木等の流出防止が図られ、下
流域の保全及び民生の安定が図られることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ４９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 近藤川 事業実施主体 東北森林管理局
こんど うがわ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

、 、事業の概要・目的 当地区は大畑町中央部に位置し 平成14年の台風21号に伴う豪雨により
倒木等が下流へ流出し漁業施設等へ被害を与えた。渓床内には倒木等が堆
積しており、今後の豪雨等により下流域へ流出する恐れがある。
このため、渓間工を設置し、下流への倒木等の流出を防止し、下流域の

保全及び民生の安定を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６，３４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，３７７ 千円
山地保全便益 ８２，８８４ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ８６，２６１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．２８

評価結果 ・必要性： 渓床内の状況から、放置すれば倒木等が下流へ流出する懸念
があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内の倒木等の流出防止が図られ、下
流域の保全及び民生の安定が図られることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 太兵エ沢 事業実施主体 東北森林管理局
た へ え さ わ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

、 、事業の概要・目的 当地区は大畑町中央部に位置し 平成14年の台風21号に伴う豪雨により
倒木等が下流へ流出し漁業施設等へ被害を与えた。渓床内には倒木等が堆
積しており、今後の豪雨等により下流域へ流出する恐れがある。
このため、渓間工を設置し、下流への倒木等の流出を防止し、下流域の

保全及び民生の安定を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １９，２３１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，１０７ 千円
山地保全便益 ７６，２５４ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ７９，３６１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１３

評価結果 ・必要性： 渓床内の状況から、放置すれば倒木等が下流へ流出する懸念
があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内の倒木等の流出防止が図られ、下
流域の保全及び民生の安定が図られることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 東又沢 事業実施主体 東北森林管理局
ひがしまたさわ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

、 、事業の概要・目的 当地区は川内町南西部に位置し 平成16年の台風21号に伴う豪雨により
倒木等が下流へ流出し漁業施設等へ被害を与えた。渓床内には倒木等が堆
積しており、今後の豪雨等により下流域へ流出する恐れがある。
このため、渓間工を設置し、下流への倒木等の流出を防止し、下流域の

保全及び民生の安定を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６，３４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，３５８ 千円
山地保全便益 ６０，５６１ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ６２，９１９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．８５

評価結果 ・必要性： 渓床内の状況から、放置すれば倒木等が下流へ流出する懸念
があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内の倒木等の流出防止が図られ、下
流域の保全及び民生の安定が図られることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５２

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度～１９年度
（国有林） （３年間）

事業実施地区名 中ノ股沢 事業実施主体 東北森林管理局
な か の ま た さ わ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、東通村南部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０３ha
森林整備 １００ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２５，８２８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １７８，１４８ 千円
山地保全便益 ４２，０２６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ２２０，１７４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．５２

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５３

事 前 評 価 個 表

（ ）事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度～平成１８年度 ２年間

事業実施地区名 尻高沢 事業実施主体 東北森林管理局
し り たか さわ

（都道府県名） （青森県） 三八上北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は田子町中央部に位置し、平成16年４月の融雪期に山腹斜面が崩
壊し、土砂が民有地へ流出する被害が発生し、町道が通行止めとなった。
なお、崩壊地の下部には不安定土砂が堆積した状況にあり、豪雨等によ

り不安定土砂が下流域へ流出する恐れがある。
このため、山腹崩壊地の拡止及び堆積した不安定土砂の流出を防止し、

町道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．２ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２６，５５３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，８６３ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ７２，３３８ 千円

計 ７４，２０１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７９

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 オサタキ沢 事業実施主体 東北森林管理局
お さ た き さ わ

（都道府県名） （青森県） 三八上北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、天間林村東部、高瀬川水系坪川、天間ダムの上流に位置し、
平成14年８月の豪雨により渓岸崩壊が発生し、渓床には不安定土砂及び倒

、 。木が堆積し 豪雨等により不安定土砂等が天間ダムへ流出する恐れがある
このため、渓岸崩壊の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂等の流出

を防止し、下流域の天間ダム等の保全及び保安林機能の増進を図るため事
業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １１，５３８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，０２９ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ２７，８１９ 千円

計 ２９，８４８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５９

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂等の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置
すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必
要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂等の流出防
止が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が
図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 猫底沢 事業実施主体 東北森林管理局
ねこそ こ さわ

（都道府県名） （岩手県） 三陸北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、川井村東部に位置し、平成13年９月の豪雨により山腹崩壊が
発生し崩壊土砂が渓床に堆積し不安定な状況となっている。
このため、崩壊の拡大及び表面浸食を防止し、下流の林道等の保全及び

保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.05ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２，４０４ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２７７ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ５，６１１ 千円

計 ５，８８８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４５

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放
置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、土砂崩壊防
止機能の向上とともに、下流域の保全等が図られることから、
有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度～１９年度
（国有林） （３年間）

事業実施地区名 魹山 事業実施主体 東北森林管理局
とどやま

（都道府県名） （岩手県） 三陸北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、宮古市南東部に位置し、下流域の重要な水源地域となってい
るが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が
多く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０３ha
森林整備 ６０ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２２，２０１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １３５，０２０ 千円
山地保全便益 ２６，０１０ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １６１，０３０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．２５

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５７

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 小坪山 事業実施主体 東北森林管理局
お つ ぼ や ま

（都道府県名） （岩手県） 三陸中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、陸前高田市西部に位置し、下流域の重要な水源地域となって
いるが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林
が多く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０２ha
森林整備 ３２ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ９，６１５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ８１，４３８ 千円
山地保全便益 １４，１１２ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ９５，５５０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．９４

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５８

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度～１８年度
（国有林） （２年間）

事業実施地区名 白井川 事業実施主体 東北森林管理局
し ら い が わ

（都道府県名） （岩手県） 盛岡森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、玉山村東部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０５ha
森林整備 ４１ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １８，８６１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ８６，６５５ 千円
山地保全便益 １７，１１６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １０３，７７１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．５０

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 白沢 事業実施主体 東北森林管理局
し ら さわ

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は花巻市北西部に位置し、平成14年９月の豪雨により山腹崩壊が
発生し、崩壊土砂は下方の林道まで達し林道が通行不能となった。山腹法
面には不安定土砂が堆積している状況にあり、今後の降雨等により崩壊地
が拡大するとともに堆積した不安定土砂が流出する恐れがある。
このため、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積した不安定土砂の流出を防

止し、林道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １４，４２３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，９２２ 千円
山地保全便益 ３０，０４６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ３１，９６８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必
要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下流域の保全等が図られることから、有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６０

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備 国有林 事業実施計画期間 平成17年度～平成21年度（5年間）（ ）

事業実施地区名 長野 事業実施主体 東北森林管理局
な が の

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署遠野支署

事業の概要・目的 当地区は、遠野市南東部長野川の最上流部に位置し、下流には地区の水
道施設等があり遠野市の重要な水源地となっている。
しかし、平成14年７月の台風に伴う豪雨により、山腹崩壊が発生し多量

の土砂と倒木が流出し、下流の水道施設に被害を与えた。なお、渓流沿い
には小規模な崩壊地が点在し、渓床には不安定土砂が多量に堆積している
状況にある。
このため、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出

を防止し、下流の水道施設等の保全及び荒廃森林の整備を行い、保安林機
能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 谷止工 ９基
山腹工 ２箇所
森林整備 184ha
管理車道 2,000m

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２２６，８７０ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，０８５，７１２ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １，０８５，７１２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．７９

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況
から、放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、森林
の持つ公益的機能の増進を図るため、当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床の安定、荒廃森林の
復旧が図られ、水土保全機能の向上とともに地域住民の民生の
安定が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６１

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度～１９年度
（国有林） （３年間）

事業実施地区名 西内 事業実施主体 東北森林管理局
にしない

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署遠野支署

事業の概要・目的 当地区は、遠野市北東部に位置し、下流域の重要な水源地域となってい
るが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が
多く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０４ha
森林整備 １００ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２５，９３７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １７６，５８７ 千円
山地保全便益 ５０，２２３ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ２２６，８１０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．７４

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６２

事 前 評 価 個 表

（ ）事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度～平成１９年度 ３年間

事業実施地区名 岩 入 事業実施主体 東北森林管理局
がんにゅう

（都道府県名） （宮城県） 宮城北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は鳴子町北東部に位置し、平成15年５月の地震により山腹斜面に
地すべりが発生し、災害関連事業で地すべり対策を施工したが、荒廃地の
不安定斜面の崩壊、表面浸食及び渓岸侵食が進行し下流域に被害を及ぼす
恐れがある。
このため、荒廃地の緑化及び渓岸浸食による崩壊を防止し、農地、県道

等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ３．００ha
護岸工 １１２ｍ

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ３３，０７０ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２６，７３１ 千円
山地保全便益 ２９１，４５５ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ３１８，１８６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．６２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放
置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６３

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 黒森 事業実施主体 東北森林管理局
く ろ も り

（都道府県名） （宮城県） 宮城北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、加美町西部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０６ha
森林整備 ２７ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ７，６９２ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ６３，１７２ 千円
山地保全便益 １２，６９１ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ７５，８６３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．８６

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成17年度～平成19年度（3年間）

事業実施地区名 イタヤ沢 事業実施主体 東北森林管理局
い た や さ わ

（都道府県名） （宮城県） 仙台森林管理署

事業の概要・目的 当地区は七ヶ宿町南西部に位置し、平成16年７月の豪雨により山腹崩壊
が発生し大量の倒木と土砂が流出し、下流の林道が通行止めとなる被害が
発生した。なお、渓流沿いには小規模な崩壊地が点在し、渓床には不安定
土砂が多量に堆積している。
このため、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出

を防止し、林道、国道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実
施する。

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 ０．０５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ７９，６８３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３，６８２ 千円
山地保全便益 ３１１，４２４ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ３３５，１０６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．２１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床の状況から、放置すれば崩壊地の拡大及
び堆積した不安定土砂等が流出する懸念があることから、当事
業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧及び渓床内に堆積する
不安定土砂等の流出防止が図られ、水土保全機能の向上ととも
、 、 。に 下流域の保全等が図られることから 有効性は認められる

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成年度17～平成19年度（3年間）

事業実施地区名 不動沢 事業実施主体 東北森林管理局
ふ ど う さ わ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は鷹巣町北部に位置し、平成16年９月の豪雨等により山腹崩壊が
発生し、崩壊土砂及び倒木により渓流が閉塞され不安定な状況となってい
る。
このため、山腹崩壊地の及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を防

止し、農地、町道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施す
る。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０．４５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ８５，３１２ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １３，０２８ 千円
山地保全便益 １７５，２０２ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １８８，２３０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放
置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧及び渓床内に堆積する
、 、不安定土砂の流出防止が図られ 水土保全機能の向上とともに

下流域の保全等が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 雑魚沢 事業実施主体 東北森林管理局
ざ っ こ ざ わ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、小坂町北部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０４ha
森林整備 １ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ７，６９２ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １２，０３３ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ３，９７４ 千円

計 １６，００７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０８

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 打当内沢 事業実施主体 東北森林管理局
う っ と う な い さ わ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署上小阿仁支署

事業の概要・目的 当地区は、阿仁町中央部に位置し、平成15年８月の豪雨により山腹崩壊
が発生し、林道が被災し通行不可能となるとともに、崩壊土砂が下方の阿
仁川に流出した。その後の降雨等により崩壊の拡大及び法面の洗掘が進行
し、下流域の県水産振興センターの取水施設等に被害が及ぶ恐れがある。
このため、崩壊地の拡大及び土砂流出を防止し、取水施設等の保全及び

保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１７ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２１，１５４ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，２８８ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １８７，８８５ 千円

計 １９２，１７３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．０８

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必
要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下流域の保全等が図られることから、有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６８

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 唐松沢 事業実施主体 東北森林管理局
からまつさわ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署上小阿仁支署

事業の概要・目的 当地区は、阿仁町南部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０５ha
森林整備 ３．２ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １１，５３８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １２，３０６ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １９，８７１ 千円

計 ３２，１７７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７９

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６９

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 中ノ沢 事業実施主体 東北森林管理局
な か の さ わ

（都道府県名） （秋田県） 米代西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、二ツ井町南部に位置し、下流域の重要な水源地域となってい
るが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が
多く存在している。
このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を

利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０５ha
森林整備 ３ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １０，５７７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，８３３ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １１，９２３ 千円

計 ２１，７５６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０６

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 戸瀬 事業実施主体 東北森林管理局
と せ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、田沢湖町北西部玉川上流部に位置し、下流には玉川ダムがあ
る。豪雨等により渓岸崩壊が発生し、渓床には不安定土砂が堆積し、放置
すれば渓岸崩壊の拡大及び不安定土砂が玉川ダムへ流出する恐れがある。
このため、渓岸崩壊の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を

防止し、林道、国道、玉川ダム等の保全及び保安林機能の増進を目的に事
業に着手する。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １８，２６９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，６０９ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ４９，０７８ 千円

計 ５１，６８７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８３

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 柳 沢 事業実施主体 東北森林管理局
やなぎさわ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署湯沢支署

事業の概要・目的 当地区は湯沢市南部に位置し、平成16年７月の豪雨により、山腹斜面が
崩壊するとともに、崩壊土砂が下流の用水施設及び農地に流出し被害を与
えた。
このため、崩壊の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止
、 。し 人家や市道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 0.30ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４７，３０８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，４８５ 千円
山地保全便益 １２７，９７３ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １３４，４５８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８４

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放
置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧及び渓床内に堆積する
、 、不安定土砂の流出防止が図られ 水土保全機能の向上とともに

下流域の保全等が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 惣太沢 事業実施主体 東北森林管理局
そ う た さ わ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署湯沢支署

事業の概要・目的 当地区は羽後町中央部に位置し、平成１５年８月の台風に伴う豪雨によ
り、渓岸浸食が進行するとともに、崩壊土砂が下流の農地に流出し被害を
与えた。
このため、渓岸浸食の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を

防止し、農地、人家、県道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業
を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２１，５６７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，５９５ 千円
山地保全便益 ７２，４９６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ７６，０９１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．５３

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 八渕山 事業実施主体 東北森林管理局
や ぶ ち や ま

（都道府県名） （秋田県） 由利森林管理署

事業の概要・目的 当地区は本荘市東部に位置し、平成16年８月の豪雨により、山腹斜面が
崩壊するとともに、崩壊土砂が流出し、林道に被害が発生した。
このため、山腹崩壊地の拡大及び不安定に堆積している土砂の流出を防
、 。止し 林道や農地の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する

主な事業内容 山腹工 ０．３４ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４０，８６５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，４５０ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １４９，１４５ 千円

計 １５１，５９５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．７１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 銅沢 事業実施主体 東北森林管理局
ど う さ わ

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署最上支署

事業の概要・目的 当地区は、真室川町中央部に位置し、平成16年７月の豪雨により、山腹
斜面が崩壊するとともに崩壊土砂が銅沢に流出し、沢を閉塞し天然ダムを
形成している状況にある。
このため、渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止し、下流域の林

道、町道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基
護岸工 ６０ｍ

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４３，４５５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １７，５４３ 千円
山地保全便益 １８２，４７６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ２００，０１９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６０

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。





別紙２
整理番号 ７５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成17年度（１年間）

事業実施地区名 中の沢支流 事業実施主体 関東森林管理局
なかのさわしりゅう

（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県双葉郡浪江町の西部に位置し、請戸川水系高瀬川支流の上
流部に当たり、渓岸浸食により発生した不安定土砂が渓床に厚く堆積している。
今後の豪雨等により、渓岸崩壊が拡大するとともに、これらの流出に伴い直下の
林道及び下流域に被害を及ぼす恐れがあることから、荒廃渓流の復旧を実施し、
保全機能の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８，６５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，４６０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １７，４８７千円

計 ２６，９４７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１１

評価結果 ・必要性： 渓床に不安定土砂や流木の堆積が見られ、下流域への土砂流出もあ
ることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土
保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的かつ効率的な工種を選定
しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ７６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成17年度（１年間）

事業実施地区名 クマダツメ沢 事業実施主体 関東森林管理局
く ま だ つ め さ わ

（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、相馬市西部に所在し、滝平集落地内の上流で宇多川と合流するク
マダツメ沢の中流部に位置している。下流部には、国道１１５号線や落合集落が
あるため、国有林の荒廃により保全対象に対する加害性が大きい。このため、林
地荒廃に起因する不安定土砂を抑止し、渓流荒廃地の安定を図るため、実施する
ものである。

・主な事業内容

渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５，９６２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３０，７６６千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３６，６８５千円

計 ６７，４５１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６０

評価結果 ・必要性： 上流部の不安定土砂の流出防止により、下流域の保全等保安機能の
発揮のため、当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、林地の山脚固定と不安定土砂の流出防止が
図られ、事業の有効性は認められる。

・効率性： 工種・工法の選定に当たっては、現地に即した計画であり、最も効
果的かつ効率的な工種を選定しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ７７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 赤 岩 事業実施主体 関東森林管理局
あ か い わ

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島市の西北のＪＲ奥羽本線の上流に位置する。
当該渓流は小渓流ではあるが、鉄道線路を横断しているため、融雪・豪雨時に

は上流の堆積土砂や流木が流出して鉄道等に被害を与える恐れがあるため、荒廃
渓流の復旧を図るため実施するものである。

・主な事業内容

渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２９，２５３千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３４，６３７千円

山地保全便益 ３２，５１０千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ６７，１４７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３０

評価結果 ・必要性： 上流部の不安定土砂の流出防止により、下流域の保全等保安機能の
発揮のため、当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、林地の山脚固定と不安定土砂の流出防止が
図られ、事業の有効性は認められる。

・効率性： 工種・工法の選定に当たっては、現地に即した計画であり、最も効
果的かつ効率的な工種を選定しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ７８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 坪入山 事業実施主体 関東森林管理局
つぼいりやま

（都道府県名） （福島県） 会津森林管理署 南会津支署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県南西部に位置し、伊南川支流安越岐川の最上流部あたる坪
入山山頂部に位置し、当該箇所に発生した山腹崩壊により、渓床には不安定土砂
や流木が堆積している。今後の降雨等により、崩壊地が拡大する恐れがあるた
め、流出土砂等の発生源である崩壊地の復旧を実施し、保安林機能の向上と併
せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

航空実播工 1.28ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３，７５０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １６，５７２千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 ９６，０５６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．９９

評価結果 ・必要性： 流出土砂の発生源である崩壊地には、現在も不安定土砂が残留堆積
しているため、今後の降雨等により崩壊地が拡大し、下流に被害を与
える可能性があるため、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により山腹崩壊地の安定は図られ、水土保全機能が維
持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的かつ効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ７９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 稲 沢 事業実施主体 関東森林管理局
い ね さ わ

（都道府県名） （福島県） 棚倉森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県南部に位置し、久慈川上流、稲沢川支流域の最上流部稲沢
に当たり、山腹斜面の崩壊発生により、渓床には不安定土砂や流木が堆積してい
る。今後の降雨等により、不安定土砂の流出に伴い下流域に被害が発生する恐れ
があるため、荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ民生安定を図る
ものである。

・主な事業内容

渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３，４６２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １１，２０７千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ９１，７１３千円

計 １０２，９２０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．６５

評価結果 ・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出も見られる
こと及び過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業
の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 屋敷内 事業実施主体 関東森林管理局
やしきない

（都道府県名） （栃木県） 塩那森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北東部に位置し、那珂川上流に当たり、山腹斜面から落石
が発生した箇所である。今後も集中豪雨等により、山腹直下の保養施設等に被害
を与える恐れがあるため、山腹斜面の安定、保安林機能の向上と併せ、民生安定
を図るため実施するものである。

・主な事業内容

鋼製落石防護工 ４基
山 腹 工 1.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４５，８５８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５５，９４１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４７，９０３千円

計 １０３，８４４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２６

評価結果 ・必要性： 落石等による、山腹直下の保養施設等に被害を与える恐れがあるた
め、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、落石等による災害を防止し、水土保全機能が
維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的かつ効率的な工種を選定
しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 外山沢上流 事業実施主体 関東森林管理局
そとやまさわじょうりゅう

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北西部、中禅寺湖に流れ込む外山沢上流部に位置し、花崗
岩からなる脆弱な山腹が豪雨により崩壊し、山腹脚部に不安定な状態で堆積して
おり浸食も激しい。このため台風等の豪雨のたびに下流の市道（１００２号線）
に土砂が流出しており、今後の降雨等により被害の拡大が懸念されることから、
土砂流出の抑止及び浸食を防止し、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図
る。

・主な事業内容

渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４，５１９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，７７４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３８，２４２千円

計 ４７，０１６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２４

評価結果 ・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出もみられ過
去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施は必
要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成19年度（３年間）

事業実施地区名 本口沢 事業実施主体 関東森林管理局
もとくちさわ

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県の最西部に位置し、渡良瀬川の上流、出川の右岸支流本口
沢に当たり、破砕された基岩に覆われ、それより剥離された岩片が渓床上に厚く
堆積している。その規模は延長４８０ｍ、面積１．３ha、不安定土砂量は21,000
ｍ3余りと推測される。今後、降雨等により大量の土砂が下流域に流出する恐れ
があるため荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生安定を図る
ものである。

・主な事業内容

山腹工 0.1ha
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １６，７７４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，２７０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 ８７，７５４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．２３

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積している不安定土砂の二次浸食も始まっており、降雨に
よる土砂の流出も見られることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、土砂移動の防止をするために最も効果的な工種
を選定しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成19年度（３年間）

事業実施地区名 茂倉沢 事業実施主体 関東森林管理局
しげくらさわ

（都道府県名） （群馬県） 利根沼田森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県の北西部、利根郡新治村の北部から南流する赤谷川（一級
河川）の右岸支流、茂倉沢本流に位置する。
茂倉沢流域は渓流延長5.2km、流域面積410haを有する流域で、多くの支流が合

流する樹枝状流域である。
中下流部は山腹斜面が下降斜面となっており、斜面上流部ほど傾斜が急峻にな

る。 また谷壁斜面は両岸に段丘状の緩斜地が見られるものの、一方では縦浸食
が卓越していることから、急崖地が連続して見られ、渓岸崩壊地も随所に発生し
ている。
以上のことから荒廃地の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生安定を

図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.9ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １６，５５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，６７０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７２，４１１千円

計 ７９，０８１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．７８

評価結果 ・必要性： 荒廃森林、山腹崩壊地も多く見られることから、今後の集中豪雨等
による崩壊地の拡大及び土砂流出も危惧されることから、当該事業の
実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹斜面の安定等が図られ、水土保全機能が
維持、向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、土砂移動の防止をするために最も効果的な工種
を選定しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 長笹川支流 事業実施主体 関東森林管理局
ながささがわしりゅう

（都道府県名） （ 群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は群馬県の北西に位置し、平成１５年８月の集中豪雨の際に土石流が
発生し、直下の県道中之条・草津線に流出土砂が堆積し通行止めとなった箇所で
ある。
上流部には豪雨時に発生した土砂が不安定な状態で堆積しており、下流域集落

で懸念されている。
この不安定土砂の流出防止と、渓岸浸食の防止を図るため実施するものである

・主な事業内容

渓間工 ２基
土留工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３３，６５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，９０４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １７１，１９７千円

計 １７８，１０１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．２９

評価結果 ・必要性： 不安定土砂の流出防止と、渓岸浸食の防止を図るため当該事業の実
施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定、水源かん養機
能の維持、向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 中尾沢第１支流 事業実施主体 関東森林管理局
なかおさわだいいちしりゅう

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は群馬県北西部に位置し、反下川支流の中尾沢第一支流に当たる。渓
床勾配は比較的急峻であり、部分的に不安定土砂の堆積とともに局所的な渓岸浸
食もみられる。下流の既設渓間工は満砂となっており、下流域集落への流出土砂
による影響が懸念されている。このため洪水時に山地から流出する土砂の抑止及
び渓岸を固定するなど荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生
安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３，４６２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，９０４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７８，６８９千円

計 ８５，５９３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．３６

評価結果 ・必要性： 洪水時に山地から流出する土砂の抑止、渓岸の固定を実施すること
により、下流の保全対象の保護を図ることから当該事業の実施は必要
である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定、下流の保全対
象の保護、水源かん養機能の維持・向上が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 本白根沢 事業実施主体 関東森林管理局
もとしらねさわ

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は群馬県北西部に位置し、万座川支流の本白根沢流域である。最上流
部は本白根大崩の特殊荒廃地であり、平成１５年度の航空実播工の施工により土
砂の新規発生は抑制されているが、施行以前に流下した大量の不安定土砂が渓床
内に堆積しており、下流域で懸念されている。
堆積土砂の流出と渓岸崩壊の防止を図るため実施するものである。
これにより、保安林機能の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８，３１７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，６３４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １９８，７１０千円

計 ２０８，３４４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．４４

評価結果 ・必要性： 河床に不安定土砂の堆積があり、降雨等により土砂流出の恐れがあ
ることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水源
かん養機能及び保健機能の維持、向上が図られることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 青 葉 事業実施主体 関東森林管理局
あ お ば

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は群馬県北西部に位置し、草津町白根国有林１５８ル６林小班内の山
腹崩壊地である。崩壊地直上部には、スキー場のリフト山頂駅が設置されて、お
り崩壊地直下は草津白根スポーツ林の振子沢コースになっている。
このため、崩壊地の拡大防止と併せ、保安林機能の向上を図るため実施するも

のである。

・主な事業内容

山腹工 0.16ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０，５７７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，９０４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 ８６，３８８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．１７

評価結果 ・必要性： 崩壊地の拡大防止と観光客等の安全確保のため、当該事業の実施は
必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧と保全対象の保護及び水土保
全機能の維持、向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成1７年度（１年間）

事業実施地区名 キダチ沢 事業実施主体 関東森林管理局
き だ ち さ わ

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県新発田市南東部に位置し、坂井川支流石川川の上流部に当
たり、渓岸崩壊の発生により、渓床には不安定土砂や流木が堆積している。今後
の降雨等により、それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐れがあるため、
荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生安定を図るものであ
る。

・主な事業内容

渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２１，６３５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３９，９８１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １１０，０５５千円

計 １５０，０３６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．９３

評価結果 ・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出もみられる
ことから過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業
の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ８９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 西之沢 事業実施主体 関東森林管理局
にしのさわ

（都道府県名） （新潟） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県南東部の五十嵐川支流布倉沢左岸部に位置し、平成16年7
月13日の集中豪雨により不安定土砂が流出し、村道が一部決壊するなどの被害が
発生した。
このため、今後の集中豪雨により村道に被害が発生する恐れがあることから、

早急に復旧し保全対象の保護を図るものである。

・主な事業内容

護岸工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，８８５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，４４０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２６，２３０千円

計 ２８，６７０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．９４

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食により村道へも被害を及ぼした経緯があるとともに、さら
に今後の降雨による被害の拡大も懸念されることから、当該事業の実
施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓岸の安定が図られ、水土保全機能が維持、
向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９０

事 前 評 価 個 表

事業名 限界状態設計法等実証（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 恋路沢 事業実施主体 関東森林管理局
こいじさわ

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北西部に位置し、鬼怒川上流逆川の支流恋路沢の中流部に
当たり、上流部に点在する小規模な山腹崩壊地からの崩落土砂により渓床内に多
量の不安定土砂が堆積している。そのため、今後の豪雨等により堆積土砂の流出
に伴い下流域に被害が拡大する恐れがあるため、荒廃渓流の復旧を実施し、民生
安定を図るものである。
なお、当該箇所における限界状態設計法等実証事業については、今後の治山施

設の性能設計化への移行を図るものである。

・主な事業内容
渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，０３４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １３１，１４９千円

計 １３９，１８３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．２４

評価結果 ・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出もみられ、
過去に下流域へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施
は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的かつ効率的な工種を選定
しており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９１

事 前 評 価 個 表

事業名 なだれ防止林造成（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 はつか石 事業実施主体 関東森林管理局
は つ か い し

（都道府県名） （新潟県） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当施工地は、新潟県南部に位置しており国内でも有数の豪雪地帯である。
当地区は、斜面平均勾配41°と急勾配を呈し、頭部は基岩の露頭も確認できるこ
とから当斜面はなだれの発生危険度が高い斜面である。また、下部には県施工の
ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁が施工されており、上部国有林内のなだれ防止柵の施工によりこの地
区のなだれを防止するため実施するものである。
なお、地元より要望も強く早期の施工が必要である。

・主な事業内容

なだれ防止柵 １５基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８，９０５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，０７１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 ８７，５５５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２５

評価結果 ・必要性： なだれの発生危険度が非常に高い地区であるとともに、地元要望も
強いことなどから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、なだれ発生危険区域の安定が図られ、水土
保全機能が維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９２

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林管理道整備（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 小鱒谷 事業実施主体 関東森林管理局
こますたに

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県三川村北西部に位置し、中ノ沢川支流小鱒谷沢中流部の右
岸斜面中腹に当たる。当該地域の森林は過密過及び山腹の小崩壊が発生するなど
水土保全機能が著しく低下しており、今後も表土の流出による崩壊が発生する恐
れがあるため、渓間工・保安林整備を実施する必要があるため、保安林管理道を
作設し森林整備等の効率的な実施を図るものである。

・主な事業内容

保安林管理道 1，080ｍ
渓 間 工 1.0基
森 林 整 備 59.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５６，８４０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２０４，５０４千円

山地保全便益 １４９，９８５千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ３５４，４８９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２４

評価結果 ・必要性： 過密化林分を放置することにより、表土の流出が懸念されることか
ら、水土保全機能の維持向上のために当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により路網の整備が確保され、森林整備の効率的な実
施が図られ、水土保全機能が維持向上されることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 計画に当たっては、現地の地形を考慮し最も効果的な路線選定をし
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９３

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成17年度～平成18年度（２年間）

事業実施地区名 白 鳥 事業実施主体 関東森林管理局
し ら と り

（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は２級河川鮫川流域の源として重要な位置にあり水源かん養保安林に
指定されている奥地保安林である。これらの地域から流出する土砂や流木等は流
域全体に影響を及ぼすものである。
当該地区は適切な森林整備・保全が遅れており、保安林機能を高める対策が早

急に必要であること、また崩壊地は林道等から離れているため施工条件が厳しい
ことなどから、人力による森林整備と簡易かつ効果的な治山施設の整備を実施
し、保安林の水土保全機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.1ｈa
本数調整伐 140ｈa

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，７６６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３，９７３千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２６，２３０千円

計 ５０，２０３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 保安林機能を高めるため、荒廃地に対する簡易かつ効率的治山施設
と荒廃森林の森林整備を一体的に実施する必要がある。

・有効性： 当該事業の実施により、土砂の流出等の抑止及び健全な森林の育成
が図れ、流域全体にわたる水源かん養機能及び土砂流出防止機能の高
度発揮に資することから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、本数調整伐の伐倒木を有効利用するなど、現地
に応じ最も効果的、効率的な工種を選定しており、効率性は認められ
る。



別紙２
整理番号 ９４

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策事業(国有林)

事業実施地区名 安佐野入 事業実施主体 関東森林管理局
あ や の い り

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は郡山市湖南町中野地区の上流に位置し、当該地区の水源地域になっ
ており、平成１６年に水源かん養保安林に指定された奥地保安林である。
当該崩壊地は林道等から離れているため、施工条件が厳しいことなどから、人

力による森林整備と簡易かつ効果的な治山施設の整備を実施し、保安林の水土保
全機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容
山 腹 工 0.2ha
本数調整伐 207ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０，０９６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２６，６１８千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３６，６８５千円

計 ６３，３０３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２７

評価結果 ・必要性： 保安林が過密状態にあるとともに、豪雨等により山腹が崩れて崩壊
地が点在しているため、崩壊地の復旧とともに本数調整伐を一体的に
実施するが必要がある。

・有効性： 当該事業の実施により、土砂流出等の抑止及び健全な森林の育成が
図られ、流域全体にわたる水源かん養機能・土砂流出防止機能の高度
発揮に資することから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては本数調整伐の伐倒木を有効利用するなど、現地に
応じ最も効果的、効率的な工種を選定しており、効率性は認められ
る。



別紙２
整理番号 ９５

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成17年度～平成21年度（５年間）奥地保安林保全緊急対策(国有林)

事業実施地区名 ツル沢 事業実施主体 関東森林管理局
つ る さ わ

（都道府県名） （栃木県） 塩那森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北部に位置し、箒川の上流ツル沢に当たる奥地保安林であ
る。当該箇所は山腹崩壊が発生しており、今後の降雨等により、それらが拡大す
る恐れがあるため、山腹の早期緑化を実施するものであるが、林道等から離れて
いるため、施工条件が厳しいことなどから、人力による簡易かつ効果的な治山施
設の整備を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.5ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８９，０３６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５３，５２２千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １５８，９６８千円

計 ２１２，４９０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３９

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊の拡大及び土砂流出の防止を行うため、当該事業の実施は
必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹の安定が図られ、水土保全機能が維持、
向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成17年度～平成19年度（3年間）

事業実施地区名 独鈷沢 事業実施主体 関東森林管理局
どっこさわ

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北西部鬼怒川支流男鹿川の上流部に位置し、五十里ダムの
流域の源として重要な位置にあり、ほぼ全域が水源かん養保安林に指定されて
る。
当該箇所の地形は、急峻で気象条件も厳しく気象等による被害を受けているこ

とから、荒廃森林からの土砂・枯損木等が流出により下流域への被害が懸念され
ている。
また、林道等から離れているため、施工条件が厳しいことなどから、人力によ

る森林整備と簡易かつ効果的な治山施設の整備を実施し、保安林機能の向上と併
せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 1.0ha
本数調整伐 100.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２９，１３８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５４，９２５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 １３４，４０９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６１

評価結果 ・必要性： 荒廃した森林からの土砂流出、流木等が流域全体に及ぼす被害を防
止するため、当事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧とともに荒廃した森林が整備さ
れ森林の安定が図られるなど、水源かん養及び国土保全機能が維持、
向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９７

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成17年度（１年間）

事業実施地区名 不動沢 事業実施主体 関東森林管理局
ふどうさわ

（都道府県名） （栃木県） 利根沼田森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県の北東部に位置し、一級河川栗原川の最上流部に位置する
奥地保安林である。当該地は地形が急峻で気象条件も厳しいことから、崩壊地が
発生し、ここから発生する土砂が流域全体に影響を及ぼしていることから、荒廃
した森林が多く所在している実態にあり、本数調整伐・山腹工事を施工するもの
である。

・主な事業内容

山 腹 工 0.1ha
本数調整伐 20.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０，０９６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５０，２３５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３９，３４５千円

計 ８９，５８０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．８７

評価結果 ・必要性：荒廃した森林からの土砂流出、流木等が流域全体に及ぼす被害を防止
するためにも当事業の実施は必要である。

・有効性：当事業の実施により、荒廃した森林が整備され森林の安定が図られ、
水源かん養及び国土保全機能が維持、向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性：計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定してお
り、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９８

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成17年度～平成19年度（３年間）

事業実施地区名 唐松沢 事業実施主体 関東森林管理局
からまつさわ

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、群馬県の北西部の一級河川上沢渡川上流部に位置し、区域内には
中、小規模の山腹崩壊地が点在し、これらの箇所から流出する土砂や流木等は下
流域の保全上懸念される。
本事業は、これら奥地水源林の荒廃地等の保全対策に資するため、簡易かつ効

果的な工法等により治山施設の整備と森林整備を一体的に実施し、健全な森林を
造成するものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.4ha
本数調整伐 12.3ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２８，９３１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７７，８７４千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １１９，２２６千円

計 １９７，１００千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．８１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊の発生による崩壊地からの土砂の生産を防止し、崩壊地の
復旧とともに森林整備を実施し、下流の保全対象の保護を図る必要が
あることから当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、山腹の安定及び下流保全対象の保護、水源
かん養機能の維持、向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ９９

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策(国有林)

事業実施地区名 高楢川 事業実施主体 関東森林管理局
たかならかわ

（都道府県名） （群馬県） 群馬森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県東部に位置し、渡良瀬川支流高楢川の上流部の水源森林に
当たる奥地保安林であり、林地の荒廃により山腹崩壊が発生し高楢川には、不安
定土砂や流木が堆積している。今後の降雨等により、それらの流出に伴い下流域
に被害が拡大する恐れがあるため、早期に荒廃林地の復旧を実施し、保安林機能
の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.2ha
本数調整伐 10.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０，０９６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２８，５３９千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５９，６１３千円

計 ８８，１５２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．７３

評価結果 ・必要性： 荒廃した森林からの土砂流出、流木等が流域全体に及ぼす被害を防
止するため、当事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧とともに荒廃した森林が整備さ
れ森林の安定が図られるなど、水源かん養及び国土保全機能が維持、
向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １００

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成1７年度（１年間）

事業実施地区名 水上沢 事業実施主体 関東森林管理局
みずかみさわ

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県黒川村東部に位置し、胎内川支流中津川の上流部に当た
り、山腹崩壊の発生により、渓床には不安定土砂や流木が堆積している。地質的
には花崗岩が風化しマサ土化しており今後の降雨等により、それらの流出に伴い
下流域に被害が拡大する恐れがあるため、荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能
の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.2ha
本数調整伐 26.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８，６５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，４２９千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４千円

計 ８５，９１３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．９３

評価結果 ・必要性： 本箇所は山腹崩壊地が点在し降雨等による土砂の流出もみられ、
また過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の
実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、点在する山腹崩壊地の土砂の安定が図られ、
水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １０１

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 長トガ 事業実施主体 関東森林管理局
な が と が

（都道府県名） （新潟県） 上越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県南西部に位置し、姫川支流小竜川の上流部東俣沢に当たる
奥地保安林であり、山腹崩壊の発生及び山腹には不安定土砂や流木が堆積してい
る。今後の降雨等により、それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐れがあ
るが、林道等から離れているため、施工条件が厳しいことなどから、人力による
森林整備と簡易かつ効果的な山腹の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民
生安定を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.2ha
本数調整伐 17.0ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２，０１９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４９，９３０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １６，３７４千円

計 ６６，３０４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．５２

評価結果 ・必要性： 山腹に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出が見られる
こと。また、本数調整伐により森林機能が高まることから、当該事業
の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的、効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １０２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成１９年度（３年間）

事業実施地区名 地蔵堂 事業実施主体 関東森林管理局
じぞうどう

（都道府県名） （静岡県） 伊豆森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、静岡県の伊豆半島中央部に位置し、狩野川支流における大見川の
最上流部地蔵堂川に在り、平成１５年の台風及び平成１６年の度重なる台風等に
より土石流が発生し、渓床には不安定土砂や転石が堆積している。
今後の降雨等により、それらの流出に伴い直下の農耕地（山葵田）や下流域に

被害が拡大する恐れがあるため、荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と
併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容
渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９８，１１０ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２１，７１５ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５８８，６３８ 千円

計 ６１０，３５３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２２

評価結果 ・必要性： 渓床には不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出や渓岸崩
壊地の兆候も見られる。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １０３

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 ）平成１７年度～平成２１年度（５年間

事業実施地区名 三宅島 阿古 事業実施主体 関東森林管理局
みやけじま あ こ

（都道府県名） （東 京 都） 東京神奈川森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、伊豆七島の一島であり、平成３年から平成１３年まで海岸林造成
事業により植栽工等を実施してきたが、三宅島の雄山が平成１２年７月８日（第
１回目）に噴火し、平成１２年７月１４日（第２回目）に引き続き噴火を行い、
事業を中止し現在に至っている。
噴火による「火砕流」・「溶岩流」・「亜硫酸ガス」の影響から、既設施工箇

所及び既存国有林内の植生が被災及び消滅した。このことから、潮害・風害等が
直接人家等へ影響を及ぼしている状況である。
平成１７年２月下旬から一部帰島がなされたことから、国有林内において森林

のによる保安林機能の向上と併せ、民生安定を図るものである。

・主な事業内容
植 栽 工 １２．７７ｈａ
下 刈 り １２．７７ｈａ
防風柵設置工 １，２６０ｍ
古損木除去工 ５．３４ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８６，１５２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３５６，４１４ 千円

山地保全便益 ２１４，４７５ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ５７０，８８９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．６３

評価結果 ・必要性： 現在島内の樹木は火山ガスの影響により枯死している状況にある。
このため、直接潮等が人家に吹付け、塩害や破損をしている状況にあ
る。このことから森林により、防潮・防風を図り人家等の保全を図る
必要がある
帰島がなされている現在は、重点的かつ早急に森林によるベルト造

成地を創設し民政の安定を図ることから、当該事業の実施は必要であ
る。

・有効性： 当事業の実施することにより森林の造成が図られ、人家等への防潮
・防風の被害を軽減し、併せて保健機能の向上も図れることから、有
効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １０４

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度(５年間）奥地保安林保全緊急対策(国有林）

事業実施地区名 中尾根 事業実施主体 関東森林管理局
な か お ね

（都道府県名） （静岡県） 天竜森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、静岡県の北東部に位置し、水窪水系の源頭域における国有林最北
端に位置し、平成１５年の台風及び平成１６年の度重なる台風等により崩壊地が
発生し、それに伴い渓床には不安定土砂や転石が堆積している。
今後の降雨等により、それらの流出に伴い下流域の保全対象に被害が拡大する

恐れがあるため、崩壊地及び荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ
民生安定を図るものである。

・主な事業内容
山腹工 ４．１６ｈa

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０９，９４７ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７８，２７９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １７４，６６２ 千円

計 ２５２，９４１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 渓床には不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出や崩壊地
の拡大の兆候も見られる。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧及び渓床に堆積する土砂の安定
が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は認められる。



整理番号 １０５
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度（５年間）

事業実施地区名 初谷沢 事業実施主体 中部森林管理局
しょやさわ

（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県佐久市東部の群馬県境の尾根筋より西側に位置し、全域にわ
たり水源かん養保安林、妙義荒船佐久高原国定公園に指定され、地区内には初谷
温泉があり四季を通じて入り込み者が多い地区である。平成１３年９月の台風１
５号や平成１６年１０月の台風２３号による集中豪雨により、山腹崩壊地が発生
・拡大し初谷沢沿いに走る市道に土砂が流出し通行不能にする被害が発生した。
このため、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止

し、温泉施設、人家や市道等の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本
事業を実施するものである。

主な事業内容 山腹工 ０．１２ha
渓間工 １４基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９７，９５４（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４１，６３１（千円）

国土保全便益 ７３６，１７４（千円）

計 ７７７，８０５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９３

評価結果 ・必要性： 下流に温泉施設があり年間を通して入込者が多く、放置すると今後
の集中豪雨等により崩壊地の拡大や不安定土砂の流出により下流に被
害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による不安定
土砂及び山脚の固定により下流域の保全を図るため実施するものであ
り、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １０６
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２２年度(６年間)

事業実施地区名 黒 川 上 流 事業実施主体 中部森林管理局
くろかわじょうりゅう

（都道府県名） (長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上伊那郡宮田村の西端部に位置し、中央アルプスの駒ヶ岳等
標高2,000m級を越える山系に囲まれた高山地区である。急涯地形の脆弱な風化花
崗岩と厳しい気象条件から崩壊地面は浸食と風化作用により安定化が進まず土砂
生産が著しい地区である。平成15年4月には、気温上昇により融雪が進んでいた
ところに大雨が重なったことにより、山腹崩壊が発生し、渓岸浸食を伴って土石
流が発生し、林道がいたるところで決壊流出する被害が発生し、渓床には不安定
土砂が厚く堆積している。
このため、今後の降雨等により、崩壊斜面の浸食及び渓流内の不安定土砂の流

出等、発電取水施設等に被害を与える危険性が高いため、山腹工及び渓間工によ
り早急に山腹崩壊の復旧と土砂の流出を防止し、下流の保全を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓間工：７基（新設5基 補修2基）
山腹工：２.１６ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３２，６９５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３９，００２ 千円

災害防止便益 ６９１，５７８ 千円

計 ７３０，５８０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１４

評価結果 ・必要性： 平成１５年の融雪災害時に大きな災害を受けた地区であり、放置す
ると今後の集中豪雨等により不安定土砂が流出し下流に被害を与える
恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による不安定土砂及び山
脚の固定により、下流域の保全を図るため実施するものであり、必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地の復旧や不安定土砂の安定及
び山脚の固定等下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １０７
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成１９年度(３年間)

事業実施地区名 芦部川支流 事業実施主体 中部森林管理局
あしべがわしりゅう

（都道府県名） (長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県下伊那郡豊丘村伊那山脈の西側の芦部川支流に位置し、豊丘
村の重要な水源域になっている。地質は花崗岩の風化が進んだ脆弱な地質構造で
ある。一帯のヒノキ人工林は若齢で生育途上の森林が多い。平成１２年８月の集
中豪雨、平成１６年８月の台風１５号による集中豪雨等により、山腹から土砂が
流出し芦部川林道の通行が不能となる災害が発生した。
このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床内に堆積した不安定土砂の流出を防

止し、下流部の保全を図るとともに、保安林機能の維持・増進を目的として本事
業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 ０.４５ha
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８１，３８７（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５，４５２（千円）

災害防止便益 ２０９，６６３（千円）

計 ２２５，１１５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７７

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化が進んだマサ土地帯であり、自然復旧が困難であるこ
とから、放置すると今後の集中豪雨等により不安定土砂が流出し下流
に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による不
安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図るため実施するも
のであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地の復旧や不安定土砂の安定及
び山脚の固定等下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １０８
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度(５年間)

事業実施地区名 クラガリ沢 事業実施主体 中部森林管理局
く ら が り さ わ

（都道府県名） (長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県飯田市の西部に位置し、松川ダム（多目的）上流左岸側の飯
田市の重要な水源域である。一帯は花崗岩の風化が進んだ脆弱な地質構造で急傾
斜地である。また、多雨地域であり集中豪雨が多いことから崩壊が相次いで発生
している。特に、平成１２年８月の集中豪雨、平成１６年８月台風１５号等の集
中豪雨により、山腹から土砂が流出し路肩決壊し陣ヶ沢林道の通行が不能になる
災害や発電ダムの取水にも支障を来す等の災害が発生した。下流の松川ダムでは
流入土砂の堆積・濁水が深刻でありダム機能の低下が懸念され上流域の早期復旧
が望まれている。
このため、山腹崩壊地の拡大防止及び渓床内に堆積した不安定土砂の流出を防

止し、下流部の保全を図るとともに、保安林機能の維持・増進を目的として本事
業を実施するものである。

主な事業内容
山腹工 ０．２５ha
渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９８，８０１（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３，７７２（千円）

災害防止便益 ２４２，９３８（千円）

計 ２６６，７１０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７０

評価結果 ・必要性： 下流には飯田市の水源である松川ダムがあり、流入土砂の増加が懸
念されていること等から、放置すると今後の集中豪雨等により不安定
土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧
と渓間工による不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図
るため実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １０９
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 刈萱谷２ 事業実施主体 中部森林管理局
かりかやだに

（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長野県上伊那郡長谷村の南部、戸台、仏像構造線間に位置し、地
質的に脆弱であるため、渓床では横浸食が進み渓岸の崩壊現象も見られる。平成
６年８月及び平成７年９月の集中豪雨で、上流部からの土砂の流出により直下の
橋梁が閉塞し林道が通行止めとなる被害が発生した。その後の集中豪雨等によ
り、渓床内には不安定土砂の堆積が進行しており、既設の渓間工も満砂している
ため土砂調整機能が低下している。
このため、不安定に堆積している土砂の流出を防止し、下流の保全及び保安林

機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３１，７３１（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５，７８９（千円）

災害防止便益 ２３５，７５７（千円）

計 ２５１，５４６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．９３

評価結果 ・必要性： 上流部からの流送土砂が不安定に堆積しており、この土砂の流下で
直下の林道に被害を及ぼしており、放置すると今後の集中豪雨等によ
り崩壊地の拡大や不安定土砂の流出により下流に被害を与える恐れが
高いため、渓間工による不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の
保全を図るため実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂を固定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１０
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 金沢３ 事業実施主体 中部森林管理局
かなざわ

（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長野県茅野市の南端に位置し、南アルプス北端の入笠山に続く山
系で比較的傾斜が緩く、黒色または緑色の変岩類で形成されている。平成１１年
９月及び平成１３年９月の集中豪雨により渓岸浸食が進行し、不安定土砂が下流
の市道や林道に押し出し通行止めとなる被害が発生した。当渓流は通常の流水が
多く乱流による渓岸浸食と土砂の堆積が進行している。
このため、渓流全体の保全のため流路の固定を図るとともに、不安定土砂の流

出を防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施
するものである。

主な事業内容
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２４，０３８（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １９，２６３（千円）

災害防止便益 ２０９，６０６（千円）

計 ２２８，８６９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．５２

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食の進行などで渓床に不安定な土砂堆積がみられ、常水が多
いことから浸食が旺盛で、放置すると今後の集中豪雨等により渓岸崩
壊の拡大や不安定土砂の流出により下流に被害を与える恐れが高いた
め、渓間工による不安定土砂及び山脚の固定等により、下流域の保全
を図るため実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、流路が固定され不安定土砂が安定し
土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、事業の有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１１
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度（５年間）

事業実施地区名 小木曽７ 事業実施主体 中部森林管理局
お ぎ そ

（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡木祖村の北部に位置し、木曽川の源流となる最上流域
である。渓流にはＳ３０年代に施工された渓間工が６基、Ｈ元年の豪雨災害後に
３基施工がされているが、既設谷止工９基の内５基が（Ｓ３６～Ｓ３８施工）が
経年変化により洗掘等が進み決壊等の危険がある。また、平成１６年１０月の台
風２３号の集中豪雨により山腹崩壊が発生した。下流には人家・県道・林道・木
祖村水道施設があり、木祖村及び地元地域等から早急な事業実施を求められてい
る。
このため、既設渓間工の機能を維持するとともに、不安定土砂の流出を防止

し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容
渓間工 １基
渓間工補修 ５基
山腹工 ０．１５ha
運搬道 ９５０ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５３，８５６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５１，２１４千円

災害防止便益 ７８４，６０２千円

計 ８３５，８１６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．４３

評価結果 ・必要性： 既設渓間工の洗掘等が進み今後の集中豪雨等により既設渓間工の転
倒崩壊による不安定土砂の流出等により下流に被害を与える恐れが高
いため、渓間工の補修を行い機能維持を図り、また、山腹崩壊地の復
旧と新規の渓間工による不安定土砂及び山脚の固定により下流域の保
全を図るため実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、既設渓間工の機能が維持されるとと
もに、崩壊地の復旧や不安定土砂が安定し土砂の流出が抑制され下流
域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１２
事 前 評 価 個 表

事業名 水源流域広域保全（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２３年度（７年間）

事業実施地区名 糠沢 事業実施主体 中部森林管理局
ぬかざわ

（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は長野県木曽郡楢川村の南部に位置し、奈良井川上流の支流である。奈
良井川には松本市、塩尻市の上水道水源取水施設があり、松本市の約４分の３・
塩尻市の約３分の２の上水道用水をまかなう重要な水源地域である。平成１６年
１０月の台風２３号の集中豪雨により、拡大崩壊が発生し昭和４０年代に施工し
た治山施設の一部が崩壊するとともに土砂が民有地まで流下した。崩壊地面積も
大きく、流出土砂も多く、渓流勾配も急峻であるため、奈良井川までの土砂流下
の危険もある。地元楢川村及び長野企業局松塩水道用水管理事務所からは早期の
事業実行を求められている。
このため、重要水源地域における森林の有する水源かん養機能を高度に発揮さ

せ、水資源の確保と国土保全に資することを目的に、荒廃地等の復旧整備及び荒
廃森林等の整備を総合的に実施するものである。

主な事業内容
渓間工 ６基
山腹工 ２．５５ha
森林整備 ４６．０３ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５５７，１２７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９５，７５３千円

国土保全便益 ７３１，２４４千円

計 ８２６，９９７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．４８

評価結果 ・必要性： 重要な水源地域であり、林地の荒廃等による濁水問題の解消等地元
からの復旧要望も強く、森林の持つ水源かん養機能を高度に発揮させ
るため、荒廃地の復旧整備及び森林等の整備を総合的に実施するもの
であり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地の復旧や森林整備により、水
土保全機能の増進が図られ、下流域の水源確保に資することから、事
業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１３
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成1７年度（1年間）

事業実施地区名 南 蘭26 事業実施主体 中部森林管理局
みなみあららぎ

（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置しており、地質は、崩壊性の高
い風化花崗岩からなる脆弱な地質構造である。浸透水の飽和などによって表層滑
落型の崩壊が起きており、凍結・融解等寒冷作用により、崩壊地表面が浸食され
る等、自然復旧が非常に難しい地区である。度重なる集中豪雨等により山地荒廃
が進行し新生崩壊が発生しており、平成１１年６月の梅雨前線豪雨の際に拡大し
崩落土砂が渓流に流出した。崩壊地は現在も降雨の度に拡大浸食を続けており、
渓流内に不安定土砂の堆積が進んでいる。
このため、山腹崩壊地の拡大にともなう土砂の流出を防止し下流の保全及び保

安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 山腹工 ０．３８ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４８，０７７（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，３３５（千円）

国土保全便益 ６４，４６０（千円）

計 ７３，７９５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５３

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等により崩
壊地の拡大等により下流に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地
の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり、必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１４
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（1年間）

事業実施地区名 田立12 事業実施主体 中部森林管理局
ただ ち

（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町南部に位置している。当地区の中流部は急峻
な地形で、総称して「田立の滝」と言われる名瀑が連続した地形となっており、
毎年1万人余りの観光客が訪れる名勝地となっている。
下流域、王滝川合流地点においては、平成１１年６月の梅雨前線豪雨により大

規模な土石流が発生し、取水施設や併用林道(町道)を決壊させる等の被害が発生
した。当地区下流渓床内には、平成１１年の災害で発生した不安定土砂が転石を
含み堆積しており、今後の集中豪雨・台風等によって流下し下流のキャンプ場、
集落等に被害を与える危険性が高まっている。
このため、渓間工を施工し、渓床内に堆積している不安定土砂礫の流出を抑

止、固定し渓床勾配を緩和させることにより、下流の保全及び保安林機能の増進
を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 1基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５，０００ （千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，６８１（千円）

災害防止便益 ７３，８６６（千円）

計 ７５，５４７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０２

評価結果 ・必要性： 平成１１年に水道施設・林道・町道等が大きな被害を受けており、
渓流内には転石や不安定土砂が堆積しており、放置すると今後の集中
豪雨等により土石流により下流に大きな被害を与える恐れが高いた
め、渓間工による不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を
図るため実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１５
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度(５年間)

事業実施地区名 滝ヶ洞（小谷） 事業実施主体 中部森林管理局
たきがほら こ た に

（都道府県名） （岐阜県） 飛騨森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県飛騨市の西部飛騨山地のほぼ中央に位置し、比較的急峻な中
小の起伏地形を呈している。地質は濃飛流紋岩が分布しているが、この付近には
活断層が多く分布し、その影響を受けて破砕作用が著しいため、脆弱な地質構造
となっている。
平成11年９月の台風16号に伴う集中豪雨では、土石流が発生し下流の稲越集落

で人家が流出する等大きな被害が発生した。土石流の発生源である国有林は渓岸
浸食が著しく、中下流部には流動性の高い不安定土砂等が堆積しており早期復旧
が必要であったが、当時は現地までの資材運搬路が無かったことや、下流域工事
との錯綜等の理由から、岐阜県と調整を図ってきたところである。
現地は災害当時の堆積土砂等の流出が現在も続いており、平成16年10月発生の

台風23号に伴う集中豪雨では、その当時の流出土砂が流下し、一部は集落付近ま
で達する等、下流域は土砂災害の危険性が極めて高くなっている。
このため、岐阜県による下流部での事業が１６年度でほぼ終了することから、

上流部国有林において、渓床及び山脚部に不安定な状態で堆積する土砂の流出を
防止し、山脚部の安定化を図るとともに下流の保全及び保安林機能の増進を図る
ことを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 ５基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７０，３７３ （千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １２，３９１ （千円）

災害防止便益 ４３３，０７４

計 ４４５，４６５

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６１

評価結果 ・必要性： 平成１１年に大きな災害が発生した箇所であり、放置すると今後の
集中豪雨等により渓岸崩壊の拡大や土石流の発生により下流に被害を
与える恐れが高いため、渓間工による不安定土砂及び山脚の固定によ
り、下流域の保全を図るため実施するものであり、必要性は十分認め
られる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１６
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２１年度(５年間)

事業実施地区名 西俣 事業実施主体 中部森林管理局
にしまた

（都道府県名） （岐阜県） 飛騨森林管理署

事業の概要・目的 当地区は岐阜県飛騨市の西部水無山から北東に延びる稜線の南東斜面に位置
し、比較的急峻な中小の起伏地形を呈している。地質は飛騨変成岩類や安山岩類
から構成され、活断層の影響を受けて破砕作用が著しいため、脆弱な地質構造と
なっている。平成11年９月の台風16号に伴う集中豪雨では当地区最上流部の稜線
付近に発生した崩壊地が引き金となった土石流が発生し、下流の県道等に被害を
もたらした。渓流は土石流による渓岸浸食が著しく、中下流部には現在も流動性
の高い不安定土砂の堆積が進んでおり、平成16年10月の台風23号に伴う集中豪雨
では土砂が流下し、一部は上村集落付近まで達する等、下流域は土砂災害の危険
性が極めて高くなっている。
このため、渓岸荒廃の防止及び渓床に不安定な状態で堆積する土砂の流出を防

止し、山脚部の安定化を図るとともに下流の保全及び保安林機能の増進を図るこ
とを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 ： 渓間工 ５基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３２，２６８ （千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １０，５８９ （千円）

災害防止便益 ４０５，９８１

計 ４１６，５７０

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１５

評価結果 ・必要性： 渓流に堆積する不安定土砂等の状況や、既設谷止工への土砂堆砂状
況から、放置すると今後の集中豪雨等により渓岸荒廃の拡大や土石流
の発生により下流に被害を与える恐れが高いため、渓間工による不安
定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図るため実施するもの
であり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１７
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～２１年度（５年間）

事業実施地区名 能郷 事業実施主体 中部森林管理局
のうごう

（都道府県名） （岐阜県） 岐阜森林管理署

事業の概要・目的 当地区には、岐阜県本巣市北西部に位置し、地形は全体的に壮年期地形を呈し
ており急峻である。地質は砂岩、頁岩、粘板岩等で構成され、活断層により基岩
が破砕作用を受け脆弱で、崩壊地・渓流荒廃地が多く荒廃が進んでいる。平成１
４年の台風６，７号の集中豪雨により土砂が流出し直下を通過する林道を通行止
めにする等の被害が発生した。
このため、山腹工による崩壊地の復旧と、渓間工による不安定土砂の固定を行

い、下流域の保全と保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 山腹工 0.95 (ha)
渓間工 7 (基)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７２，１５１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １０，８９５ 千円

災害防止便益 ３０７，７４５ 千円

計 ３１８，６９３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８５

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等により崩壊地の拡大や不安定土砂の流出により下流に被害を与え
る恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による不安定土砂及び
山脚の固定により、下流域の保全を図るため実施するものであり、必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１８
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～２１年度（５年間）

事業実施地区名 川浦（明石谷） 事業実施主体 中部森林管理局
かわうら あかしだに

（都道府県名） （岐阜県） 岐阜森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県武儀郡板取村南西部に位置し、地形は傾斜が４０度前後と極
めて急峻であり、地質は流紋岩類及び破砕岩類が主体に構成されており、荒廃が
進んでいる。下流には人家の他キャンプ場等の保全対象があり治山事業の必要性
も高い地域でもある。平成１４年７月の台風６，７号の集中豪雨により山腹崩壊
が発生し土砂が流出し、林道が通行止めとなる被害が発生した。当地区では現在
でも土砂の生産が続いており、不安定土砂の堆積が進んでいる。
このため、山腹工による崩壊地の復旧と、渓間工による不安定土砂の固定を行

い、下流域の保全と保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 ２ 基
山腹工 ０．１７ ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７１，１６６ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２１，５２６ 千円

災害防止便益 ３０７，７４５ 千円

計 ３２９，４６６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６３

評価結果 ・必要性： 下流にはキャンプ場等の保全対象があり、入込者も多く、放置する
と今後の集中豪雨等により崩壊地の拡大や不安定土砂の流出により下
流に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓間工による
不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図るため実施する
ものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １１９
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度～平成22年度（6年間）

事業実施地区名 本谷 事業実施主体 中部森林管理局
ほんたに

（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県北設楽郡設楽町西部に位置し、地形は急峻で、地質は領家変
成岩、片麻岩等で構成され、節理が発達しており、表層剥離型の崩壊地が発生
し、渓床には不安定土砂及び転石の堆積が進んでいる。平成１２年９月の台風１
４号に伴う集中豪雨により新生崩壊地が発生し県道に土砂が流出し通行止めとな
る被害が発生した。
このため、崩壊地を復旧するとともに、不安定に堆積している土砂及び転石の

流出を防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実
施するものである。

主な事業内容 渓間工 ７ 基
山腹工 ０．１２ ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１３，８２３千円
（千円）

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １９，３７７千円

災害防止便益 １５８，９６８千円

計 １７８，３４５千円

計

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５７

評価結果 ・必要性： 放置すると今後の集中豪雨等により崩壊地の拡大や不安定土砂の流
出により下流に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓
間工による不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図るた
め実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２０
事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度（１年間）

事業実施地区名 カサビ沢 事業実施主体 中部森林管理局
か さ び ざ わ

（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県額田郡額田町東部に位置し、地域一帯は､本宮山県立自然公
園に指定され、四季を通じて入込み者が多い。地形は急峻で、地質は片麻岩類で
構成され、集中豪雨等により渓岸浸食が進み一部不安定土砂が堆積している。今
後の集中豪雨等により新生崩壊地の発生や土砂の流出によって下流のロッジ等に
災害を発生させる危険が高まっている。
このため、不安定に堆積している土砂及び転石の流出を防止し、災害を未然に

防ぐことを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 １(基)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３，０７７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，１８４千円

災害防止便益 ４５，１７８千円

計 ４８，３６２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１０

評価結果 ・必要性： 下流にはロッジ等の保全対象があり入り込み者も多く、不安定土砂
の堆積が進み、放置すると今後の集中豪雨等により新生崩壊地の発生
や土砂の流出によって下流に被害を与える危険が高いため、渓間工に
より不安定土砂を固定し山地災害を未然に防止するために実施するも
のであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され災害の未然防止が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２１
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成17年度（１年間）

事業実施地区名 団子島 事業実施主体 中部森林管理局
だんごしま

（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県北設楽郡設楽町西部に位置し、地形は急峻で、地質は領家変
成岩、片麻岩等で構成され、節理が発達しており、表層剥離型の崩壊地が発生
し、渓床には不安定土砂及び転石の堆積が進んでいる。平成１２年９月の台風14
号に伴う集中豪雨により新生崩壊地が発生し、町道へ土砂が押しだし通行止めと
なる被害が発生した。また、中腹の渓床には崩落土砂が残留堆積している。
このため、崩壊地を復旧するとともに、不安定に堆積している土砂及び転石の

流出を防止し、下流の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実
施するものである。

主な事業内容 渓間工 １ 基
山腹工 ０．０４ ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３，４６２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，６０８千円

災害防止便益 ７１，５２７千円

計 ７４，１３５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．５１

評価結果 ・必要性： 放置すると今後の集中豪雨等により崩壊地の拡大や不安定土砂の流
出により下流に被害を与える恐れが高いため、山腹崩壊地の復旧と渓
間工による不安定土砂及び山脚の固定により、下流域の保全を図るた
め実施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては現地の状況に応じた最も効果的かつ効率
的な施設の整備が検討されており、費用対効果分析の結果からも十分
な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２２
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 ミズノリ谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
み ず の り だ に

（都道府県名） （石川県） 石川森林管理署

事業の概要・目的 ミズノリ谷地区は、白山山麓に位置し、中生代後期に噴出した濃飛流紋岩類で
覆われており、溶結凝灰岩を主な構成物としている。地形は、極めて急峻でＶ字
をなしており、表面滑落型の崩壊地が多い。
当地区は、崩落土石が堆積し渓床勾配が急なため、豪雨による山腹崩壊箇所の

拡大並びに崩壊土砂の流出が続いている。また、白山スーパー林道に被害を及ぼ
す危険性も高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止、不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.08ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４，４２３千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，８１６千円

山地保全便益 ２７，７５１千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ３１，５６７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１９

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２３
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１９年度（３年間）

事業実施地区名 太夫谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
たいふだに

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 太夫谷地区は滋賀県神崎郡永源寺町の茶屋川上流に位置する清水谷国有林内の
地区を対象としている。
当地区は、豪雨による山腹崩壊箇所の拡大並びに崩壊土砂の流出が続いてい

る。また、鈴鹿国定公園地域内にあり、自然環境の維持、保全及び水源かん養機
能等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止、不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 0.40ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６７，８６２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １１，５１６千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １０８，４１６千円

計 １１９，９３２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．７７

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により渓床に堆積する土砂の安定など下流域の保安等が
図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２４
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 川原谷上流 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かわはらだにじょうりゅう

（都道府県名） （滋賀県） 滋賀森林管理署

事業の概要・目的 川原谷上流地区は滋賀県高島郡今津町とマキノ町の百瀬川上流に位置する川原
谷及び原山国有林内の地区を対象としている。
当地区は、豪雨による山腹崩壊箇所の拡大並びに崩壊土砂の流出が続いてい

る。また、琵琶湖国定公園地域内にあり、自然環境の維持、保全及び水源かん養
機能等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大及び土砂の流出を抑えるとともに、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.40ha(3箇所)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８，２６９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，６６３千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５４，２０８千円

計 ５５，８７１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０６

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２５
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 西ヶ谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
にしがたに

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 西ヶ谷地区は島根県鹿足郡六日市町の高津川支流に位置する米山国有林内の地
区を対象としている。
当地区は、台風等の集中豪雨による渓床荒廃が進み土砂の流出が続いている。

また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地
域の要請が高い。
本事業は、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図るものである。

主な事業内容 谷止工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０，５７７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，０８１千円

山地保全便益 １６，３６８千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 １９，４４９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば崩壊地の拡大等
が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等
水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２６
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 イザナミ上流 事業実施主体 近畿中国森林管理局
い ざ な み じょうりゅう

（都道府県名） （島根県） 島根森林管理署

事業の概要・目的 イザナミ上流地区は島根県仁多郡仁多町の阿井川支流に位置するイザナミ国有
林内の地区を対象としている。
当地区は町道いざなみ線に隣接したカ所で、平成１６年９月の台風１８号の集

中豪雨等により、山腹崩壊が発生し、山裾部には大量の不安定土砂が堆積しい
る。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養機能等、公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大及び土砂の流出を抑えるとともに、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.18ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７，６９２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，４４８千円

山地保全便益 １０，２７１千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 １１，７１９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る｡

・有効性： 事業の実施により渓床に堆積する土砂の安定など下流域の保安等が
図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２７
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 那岐山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
な ぎ さん

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 那岐山地区は岡山県勝田郡奈義町の吉井川上流に位置する那岐山国有林内の地
区を対象としている。
当地区は、降雨による山腹崩壊箇所の拡大並びに崩壊土砂の流出が続いてい

る。また、氷ノ山那岐山国定公園地域内にあり、登山者等の入込者の多い地区で
あり、自然環境の維持、保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地
域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止や不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.04ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４，６１５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，８３２千円

山地保全便益 １９，５０２千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ２２，３３４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８４

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により渓床に堆積する土砂の安定など下流域の保安等が
図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２８
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 小高下川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
お だかしもかわ

（都道府県名） （広島県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 小高下川地区は岡山県高梁市の高梁川中流に位置する臥牛山国有林内の地区を
対象としている。
当地区は、降雨による山腹崩壊箇所の拡大並びに崩壊土砂の流出が続いてい

る。また、高梁川上流県立自然公園内で史跡名勝があることもあり入込者の多い
地区であり、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に関す
る地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止や不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.03ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３，８４６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，８４９千円

山地保全便益 ２５，０１５千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ２７，８６４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．２４

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
土石の流出による災害が懸念され、また、不安定土砂が流下する恐れ
があり、下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必
要である。

・有効性： 事業の実施により渓床に堆積する土砂の安定など下流域の保安等が
図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １２９
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 宮ノ谷川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
みやの たにかわ

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 宮ノ谷川地区は岡山県阿哲郡神郷町の高梁川中流に位置する三室国有林内の地
区を対象としている。
当地区は、豪雨による不安定土砂の流出が続いてる。また、自然環境の維持、

保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止や不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.04ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４，６１５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９３５千円

山地保全便益 ８，６７２千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ９，６０７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０８

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り土砂流出等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３０
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 野路山534外 事業実施主体 近畿中国森林管理局
の ろ さん ほか

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 野路山５３４林班外地区は広島県安浦町の野呂川上流に位置する野路山国有林
内の地区を対象としている。
当地区は、豪雨による山腹崩壊箇所の拡大、崩壊土砂の流出が続いている。ま

た、水源かん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高く、水利組合から
の復旧要望も出されている。
本事業は、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図るものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４２，２１２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２５，２８１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３８，４７０千円

計 ６３，７５１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３１
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 恵下谷山208外 事業実施主体 近畿中国森林管理局
え げ だにやま ほか

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 恵下谷山２０８外地区は、広島県湯来町の水内川上流に位置する恵下谷山地区
を対象としている。
当地区は、豪雨等により山腹崩壊箇所の拡大、崩壊土砂の流出がみられる。ま

た、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工 0.06ｈａ
渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３２，３０８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５，１８１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４３，７１６千円

計 ５８，８９７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．８２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、予防対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３２
事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 不明山205外 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あけず やま ほか

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 不明山２０５林班外地区は、広島県湯来町の水内川上流に位置する不明山国有
林内の地区を対象としている。
当地区は、豪雨等により山腹崩壊箇所の拡大、崩壊土砂の流出がみられる。ま

た、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全を図

るものである。

主な事業内容 山腹工0.08ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２，３９４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，７４５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １７，４８７千円

計 ２０，２３２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６３

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３３
事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 林 山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はやしやま

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 林山地区は、神戸市中央区の住宅密集地及び浄水施設に隣接する林山国有林全
域を対象としている。
当地区は、下層植生が乏しく山腹斜面の浸食及び渓流の渓岸浸食が見られ、土

砂が流出している状況にある。また、土砂流出防備保安林及び保健保安林に指定
され、その公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業により、植生を回復することで災害を未然に防止し、保安林機能の維

持、向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 0.10ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８，８６１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，９２３千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３４，４０１千円

計 ３６，３２４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９３

評価結果 ・必要性： 急傾斜地の山腹崩壊を予防し、浄水施設、下流域の保全等保安林機
能の発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、予防対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３４
事 前 評 価 個 表

事業名 限界状態設計法実証事業 事業計画期間 平成１７～１９年度（３年間）
（国有林）

事業実施地区名 ハサリ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
は さ り

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 ハサリ地区は、鳥取県八頭郡若桜町に位置するハサリ国有林内全域を対象とし
ている。
当地区は、智頭町八河谷集落から1.4㎞の箇所にあり、平成16年の台風16号及

び23号では渓流荒廃及び山腹崩壊により大量の土砂が流出し、渓流内に堆積して
いる。
本事業は、崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出を抑止し、下流域の保全を図る

ものである。

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 0.28ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３１，８１６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，７０１千円

山地保全便益 ３５，２８５千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３６，７２２千円

計 ８０，７０８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば
崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により保安林機能の増大が図られること、地元からも保
安林機能の発揮が期待されていることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３５
事 前 評 価 個 表

事業名 海岸防災林造成 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）
（国有林）

事業実施地区名 浜山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はまやま

（都道府県名） （石川県） 石川森林管理署

事業の概要・目的 浜山地区は石川県西部の加賀海岸に位置する浜山国有林内の地区を対象として
いる。背後には民家、道路、工場等の保全施設が近接している。
当地区は、マツクイムシ被害により、疎林化が進行し防風等保安林機能が低下

している。また、越前加賀海岸国定公園内にあり、自然環境の維持、保全等公益
的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、疎林化した箇所への植栽及び防風垣の設置により保安林機能の維

持、向上を図るものである。

主な事業内容 植栽工
防風垣

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，６８２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 ５４，９１８千円

災害防止便益 千円

計 ５４，９１８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７９

評価結果 ・必要性： マツクイムシ被害による疎林化が進行し、このまま放置すれば保安
林機能が低下していくため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、防風機能の向上など背
後の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、効率的に計画されているものと認め
られる。



整理番号 １３６
事 前 評 価 個 表

事業名 海岸防災林造成 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）
（国有林）

事業実施地区名 安宅林 事業実施主体 近畿中国森林管理局
あたかばやし

（都道府県名） （石川県） 石川森林管理署

事業の概要・目的 安宅林地区は石川県西部の加賀海岸に位置する安宅林国有林内の地区を対象と
している。背後には民家、道路、工場等の保全施設が近接している。
当地区は、マツクイムシ被害により、疎林化が進行し防風等保安林機能が低下

している。また、越前加賀海岸国定公園内にあり、自然環境の維持、保全等公益
的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、この疎林化した箇所への植栽及び防風柵の設置により保安林機能の

維持、向上を図るものである。

主な事業内容 植栽工
防風柵

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７，０６７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 ５４，９１８千円

災害防止便益 千円

計 ５４，９１８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０３

評価結果 ・必要性： マツクイムシ被害による疎林化が進行し、このまま放置すれば保安
林機能が低下していくため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、防風機能の向上など背
後の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、効率的に計画されているものと認め
られる。



整理番号 １３７
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 奥山８１１ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
おくやま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 奥山８１１地区は広島県神石郡神石高原町の高梁川上流に位置する奥山国有林
内の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 0.37ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２，２０７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，０１６千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １５，９５８千円

計 １６，９７４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．６９

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３８
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
おおたに

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 大谷地区は広島県神石郡神石高原町の高梁川上流に位置する大造山国有林内の
地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 1.79ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７，９０８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，４４８千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３９，８９４千円

計 ４４，３４２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．６１

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １３９
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 原 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はら

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 原地区は広島県神石郡神石高原町の高梁川上流に位置する御所ヶ谷山国有林内
の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 0.73ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３，７０３千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，００５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２９，９２１千円

計 ３１，９２６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．６２

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４０
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 明現山８２５ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
みょうげんやま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 明現山８２５地区は広島県甲奴郡総領町の江の川上流に位置する明現山国有林
内の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 1.41ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６，５３１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，５０５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３９，８９４千円

計 ４３，３９９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．６５

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４１
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 新元重山７５６ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
しんもとしげやま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 新元重山７５６地区は広島県神石郡神石高原町の高梁川上流に位置する新元重
山国有林内の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 0.30ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １，８７６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５３０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７，９７９千円

計 ８，５０９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．５３

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４２
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 木頃山７１７ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
こ ごろやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 木頃山７１７地区は、広島県府中市の矢多田川上流に位置する木頃山国有林内
の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 1.36ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３，３９０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，３８１千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２７，９２６千円

計 ３１，３０７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．２３

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４３
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 小田山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
こ だ さん

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 小田山５５９林班外地区は、広島県東広島市の黒瀬川上流に位置する小田山国
有林内の地区を対象としている。
当地区は、豪雨等により倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐れがある。また、干

害の防備等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 6.56ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５，４１７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２１，８７０千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １７，９５２千円

計 ３９，８２２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５８

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４４
事 前 評 価 個 表

事業名 保安林改良（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 甲 山７４４ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かぶとやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 甲山７７４林班地区は、広島県福山市の小田川上流に位置する甲山国有林内の
地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、水源かん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 4.00ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７，１９０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５，４０８千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ８９，７６２千円

計 １０５，１７０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．１２

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４５
事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１７年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 松永川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
まつなががわ

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 松永川地区は、福井県小浜市の松永川上流に位置する池河内国有林を対象とし
ている。
当地区は、獣害により植生が減退、裸地化が進行しており、降雨融雪により表

土の流出が著しい状態である。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公
益的機能の発揮に関する要請が高い。
本事業は、崩壊地の拡大防止や不安定土砂移動を抑止し、下流域の保全並びに

水土保全機能の維持、向上を図るものである。

主な事業内容 植栽工 1.22ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３３，６５４千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １６，５６５千円

山地保全便益 １１９，１６６千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 １３５，７３１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０３

評価結果 ・必要性： 裸地化した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土
保全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４６
事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）
（国有林）

事業実施地区名 東 山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ひがしやま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 東山７８４地区は広島県神石郡神石高原町の高梁川上流に位置する木頃山国有
林内の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 1.87ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７，０８６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，５４５千円

山地保全便益 ４１，３３２千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ４７，８７７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８０

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４７
事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）
（国有林）

事業実施地区名 第２ヒナ山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
だいに ひ な やま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 第２ヒナ山地区は広島県甲奴郡総領町の江の川上流に位置するヒナ山国有林内
の地区を対象としている。
当地区は、大雪、豪雨等により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐

れがある。また、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に
関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去並びにそれを利用した筋工と植栽により、山腹崩壊の

発生を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものであ
る。

主な事業内容 植栽工 3.07ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５，５１８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，４４９千円

山地保全便益 ６７，８５５千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ７７，３０４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．０３

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４８
事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）
（国有林）

事業実施地区名 久賀山７８０ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
く が や ま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 久賀山７８０林班地区は、広島県福山市の小田川上流に位置する久賀山国有林
内の地区を対象としている。
当地区は、豪雨等により倒木被害が発生し、山腹崩壊の恐れがある。また、水

源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い。
本事業は、被害木の除去と植栽により、山腹崩壊箇所の拡大を防止し、下流域

の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものである。

主な事業内容 植栽工 6.16ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８，８６１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １０，５０１千円

山地保全便益 ６６，３０７千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ７６，８０８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０７

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １４９
事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）
（国有林）

事業実施地区名 萩山南 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はぎやまみなみ

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 萩山南地区は、広島県府中市の矢多田川上流に位置する萩山国有林内の地区を
対象としている。
当地区は、大雪、豪雨により立木の折損、倒木被害が発生し、山腹崩壊箇所の

拡大がみられる。また、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請
が高い。
本事業は、被害木の除去と植栽により、山腹崩壊箇所の拡大を防止し、下流域

の保全並びに水土保全機能の維持、向上を図るものである。

主な事業内容 植栽工 3.00ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３６，０７６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，２３３千円

山地保全便益 ６６，３０７千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ７５，５４０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０９

評価結果 ・必要性： 被災した森林の整備により水源かん養・山地災害の防止等の水土保
全機能の持続的・効果的な発揮を図るため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １５０
事 前 評 価 個 表

事業名 環境防災林整備（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 住吉山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
すみよしやま

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 住吉山地区は、京都市西部に位置する住吉山国有林内の地区を対象としてい
る。
当地区は、豪雨による渓流の荒廃により崩壊土砂が不安定に堆積している。ま

た、自然環境の維持、保全及び水源かん養等公益的機能の発揮等に関する地域の
要請が高い。
本事業は、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維

持、向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５，７６９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，８０９千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４，７６９千円

計 ９，５７８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．６６

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば流下する恐れが
あり、下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により森林の機能発揮が図られ、水源かん養機能の向上
など下流域の保全等が図られることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林整備によ
り森林の持続的・効果的機能発揮が図られ、水源かん用・山地災害の防止等効果
について、効率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １５１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 北山 事業実施主体 四国森林管理署
きたやま

（都道府県名） （愛媛県） 愛媛森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、愛媛県東部に位置し、地形が急峻で脆弱な地質であり、平成１６年
の台風により山腹崩壊が発生し、崩壊土砂の流出や不安定土砂が多量に堆積して
いる、このため、崩壊地の復旧整備等を実施し、水土保全機能の維持、向上を図
るものである。

主な事業内容 渓間工 ９基
山腹工 ２．０３ＨＡ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２８，９１６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３７，３５５千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １，４６９，５８６千円

計 １，５０６，９４１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.58

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念され、水土保全機能の維持、向上の
ためには当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧や渓床に堆積する土砂の安定
が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性は認めら
れる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 １５２

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林整備（国有林） 事業計画期間 平成１７年度～平成２０年度（５年間）

事業実施地区名 黒尊山 事業実施主体 四国森林管理署
くろそんやま

（都道府県名） （高知県） 四万十森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、高知県西部、四万十川上流域に位置し、豊かな森林空間を活用して
の学習や憩いの場として利用されており、保安林における環境保全機能の高度発
揮、充実を図ることと併せて、過密化した保安林を整備することにより公益的機
能を発揮するため、事業を実施するものである。

主な事業内容 森林整備 ４７４ＨＡ 渓間工 ２基
歩道整備 4.5Ｋｍ 作業施設 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８７，３８３千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，１３５，３９８千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２，４５４，８７３千円

計 ３，５９０，２７１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 19.16

評価結果 ・必要性： 森林のもつ生活環境、保健休養等の環境保全機能に対する高度発揮
が強く求められていることから当事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、保安林の機能を多目的かつ高度に発揮でき
ることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １５３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 古場岳地区 事業実施主体 九州森林管理局
こ ば だ け ち く

（都道府県名） （佐賀県） 佐賀森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、佐賀県と福岡県境の雷山から三瀬峠に至る山地の南側斜面の嘉瀬
川源流域に位置し、流域の地形は放射状となっており、水源かん養保安林に対す
る期待が大きい箇所である。
これまでの台風の襲来と集中豪雨等により、奥地森林では多数の山腹崩壊が発

生し森林の荒廃が進行した。
また、計画地の北山流域は、山地災害危険区域に指定されており、過去に治山

ダム群が施工されているが、現在は満砂状況となっている。
このような状況から、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が下

流域へ流下する恐れがあるため、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するととも
に不安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 13,462 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,916 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 25,375 千円

計 27,291 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.03

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 河内山地区 事業実施主体 九州森林管理局
か わ ち や ま ち く

（都道府県名） （佐賀県） 佐賀森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、佐賀県と福岡県の県境にある九千部山と石谷山に至る稜線の東向
斜面に位置し、山頂部は緩斜面であるが中腹部は急勾配となっている。
平成３年の台風の襲来、平成５、１１年度の集中豪雨で奥地山間部に多数の崩

壊地が発生し、森林の荒廃が進行したため保安林機能が低下した。
このため、当該流域の渓床内には、山腹崩壊等で流出した不安定土砂が多量に

堆積しており、今後の降雨等でこれらの不安定土砂が下流域へ流下し、保全対象
等に被害を与える恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定する
とともに不安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,192 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,339 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 106,866 千円

計 109,205 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.41

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～１８年度（２年間）

事業実施地区名 開作地区 事業実施主体 九州森林管理局
かい さ く ち く

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長崎県と佐賀県の県境にある国見岳から南部にのびる栗ノ木峠の
西側斜面に位置し、地質が脆弱な堆積物で形成されているため、多数の山腹崩壊
地が点在し森林の荒廃が著しい箇所である。
平成１４年９月の集中豪雨では、奥地の森林で山腹崩壊が発生し、渓床の多量

の不安定土砂が下流域へ流下し、農業用取水施設に被害を与えた。
今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が再び下流域へ流下し、保

全対象に被害を与える恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定
するとともに不安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 ２ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 50,148 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 23,047 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 314,807 千円

計 337,854 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.74

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５６

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林管理道整備（国有林） 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）

事業実施地区名 久良原地区 事業実施主体 九州森林管理局
きゅうらばるちく

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長崎県大村市の北東部に位置し、下流域にはかんがい、上水道の
確保等の多目的に利用されている萱瀬ダムがある。地形は、急峻で特に稜線部は
峻険となっている。
地域全体は水源かん養保安林であるが、崩壊地が散在しているとともに林分が

過密化しているため保安林の水土保全機能が著しく低下しており、表土流出によ
る崩壊の恐れがあることから、集中的に本数調整伐等の森林整備を実施し、保安
林の水土保全機能を回復させる必要がある。
このため、治山施設の設置と併せ、水土保全機能が低下した保安林の森林整備

を計画的かつ効率的に図るために保安林管理道を開設するものである。

主な事業内容
保安林管理道 ２，９００ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 128,756 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 179,782 千円

山地保全便益 141,668 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 321,450 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.50

評価結果 ・必要性： 森林整備等の遅れによる森林の荒廃が進行し、水土保全機能が低下
したことから山腹崩壊等が懸念されており、治山施設の設置と併せた

、 。森林整備の計画的かつ効率的な実施を図るため 当事業が必要である

・有効性： 当事業の実施により、効率的な治山施設の設置及び維持管理と森林
整備の実施で荒廃森林の復旧が促進され、水土保全機能が維持・向上
されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、多種事業の実施・管理にも期待できる
ことから効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大星山地区 事業実施主体 九州森林管理局
おおぼしやまちく

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、対馬上島のほぼ中央部の大星山の南側斜面に位置し、山頂付近は
急峻な地形を呈している。
平成１０年８月の集中豪雨では、奥地森林で崩壊地が発生し、山腹斜面から流

出した不安定土砂が御岳林道まで流下し被害を与えた。
奥地の森林では、森林の荒廃による保安林機能が低下しており、渓床内には現

在も多量の不安定土砂が堆積している。
このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で再び下流域

へ流下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定
土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 21,154 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 9,531 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 46,818 千円

計 56,349 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.66

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５８

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 萱瀬地区 事業実施主体 九州森林管理局
か や ぜ ち く

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長崎県大村市の北東部の多良山系の南西斜面に位置し、地質は第
四紀の火山岩、安山岩、玄武岩等の基岩からなっている。地表面はこれらの風化

、 、物で覆われているために豪雨等に弱く 奥地森林では多数の山腹崩壊地が発生し
多量の不安定土砂が渓床に堆積し森林の荒廃が進行している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．０９ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 10,096 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,729 千円

山地保全便益 21,690 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 24,419 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.42

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １５９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 深葉地区 事業実施主体 九州森林管理局
ふ か ば ち く

（都道府県名） （熊本県） 熊本森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、熊本県北東部の菊池水源の西側に位置し、地形は、全般に急傾斜
地となっている。また、阿蘇火山の噴出物で覆われた脆弱な地質であるため、山
腹崩壊地が多く、渓床内には多量の不安定土砂が堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,192 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,578 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 92,392 千円

計 93,970 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.65

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６０

事 前 評 価 個 表

事業名 水源流域広域保全整備（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 白髪岳地区 事業実施主体 九州森林管理局
し ら が だ け ち く

（都道府県名） （熊本県） 熊本南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、熊本県と宮崎県の県境にある球磨川支流域、免田川上流域の白髪
岳周辺で、下流域には、農業等の利水等の多目的に利用に建設された清願寺ダム
等があり、あさぎり町免田地区等の水源地として重要な位置にあり、水源かん養
の森林の造成が推進されている地域である。

、 、 、しかし 近年の度重なる台風等の襲来で山腹崩壊地が多数発生し 森林の被害
崩壊土砂の流出が著しくなってきている。
このため、山腹崩壊地及び不安定土砂が堆積している渓流域の整備と森林整備

等を総合的に実施し、水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
渓間工 ８ 基 山腹工 ５ ｈａ
管理車道 １，０００ｍ 森林整備 ２３４ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 445,182 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 129,942 千円

山地保全便益 1,408,539 千円

環境保全便益 215 千円

災害防止便益 475,031 千円

計 1,538,696 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.46

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６１

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 内谷地区 事業実施主体 九州森林管理局
うち た に ち く

（都道府県名） （熊本県） 熊本南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、熊本県の五木村北東部の九州中央山地に位置し、球磨川支流、川
辺川の中流域にある。地質は、中生代の四万十層群に属する砂岩、頁岩の基岩で
構成され、地質構造が複雑な破砕帯構造を含んでいるため、森林の表層斜面が崩
れやすく、多数の山腹崩壊地が点在し、渓床には多量の不安定土砂が堆積してお
り森林の荒廃が進行している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．１２ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,615 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,056 千円

山地保全便益 40,181 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 44,237 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.60

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 平鶴地区 事業実施主体 九州森林管理局
ひら ず る ち く

（都道府県名） （大分県） 大分西部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、大分県と福岡県の県境にある英彦山から犬ヶ岳に至る稜線の南東
斜面で、山頂部には急峻な露岩地が見られる。
昭和５６年の集中豪雨で山腹崩壊による不安定土砂が下流域へ流下し、集落に

大きな被害をもたらした。その後、集中的に治山ダムが設置されているが、平成
３～５年の相次ぐ台風の襲来で再び山腹崩壊地が発生し、流域内には多量の不安
定土砂が堆積した。
既存の治山ダム群は、満砂状態となっており、今後の降雨等で渓床内に堆積し

た多量の不安定土砂が、再び下流域へ流下する恐れがあることから、早期に渓間
工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂の流出を防止して渓流域の安定
を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 21,154 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,413 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 42,881 千円

計 44,294 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.09

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大内地区 事業実施主体 九州森林管理局
おお う ち ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎北部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県北部の東臼杵郡東郷町の耳川に合流する坪谷川上流の尾鈴
山の北側斜面に位置し、平成１５年５月の台風４号の襲来で山腹崩壊が発生し、
渓床の不安定土砂が流木を巻き込みながら流下し、直下を横断する多武ノ木林道

、 、 。を埋没する被害となり 現在でも 渓床内には多量の不安定土砂が堆積している
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,192 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,362 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 127,830 千円

計 134,192 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.65

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６４

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 黒仁田見立地区 事業実施主体 九州森林管理局
く ろ に た み た て ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎北部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県日之影町の北部に位置し、九州山脈の傾山を分水嶺とした
水源かん養保安林となっている。地質は、下流域が古生層の砂岩、粘板岩等の基
岩であるが中腹部以上は第三紀の流紋岩、安山岩等が重なり合っている複雑な構
造と地帯となっている。
平成５年の集中豪雨と平成１０年の台風１０号により、奥地森林の人工林地内

では多数の山腹崩壊が発生して森林の荒廃が進行し、渓流域には多量の不安定土
砂が堆積している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．１６ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 19,231 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,656 千円

山地保全便益 49,747 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 56,403 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.93

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６５

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林整備（国有林） 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）

事業実施地区名 浜山地区 事業実施主体 九州森林管理局
はま や ま ち く

（都道府県名） （宮崎県） 西都児湯森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県中部を流れる一ツ瀬川河口北部の日向灘に面した沿線の潮
害防備保安林及び保健保安林であり、宮崎市内に近接していることから県と町の
レクリエーション施設等があり、多くの利用客が訪れる保健休養の場として利用
されている。
しかし、近年の相次ぐ台風の襲来と潮害により林内の植生状況が衰退し、保安

林機能の低下が著しくなっている。
、 、このようなことから 潮害防備機能の維持及び保健休養機能の高度発揮のため

森林整備及び歩道等の施設を整備し、治山効果と保健効果を兼ね備えた保安林を
整備することを目的として事業に着手するものである。

主な事業内容
管理歩道 １，１００ ｍ 防護柵 １，０００ ｍ
森林整備 ６９ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 111,672 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 279,578 千円

山地保全便益 223,936 千円

環境保全便益 40,678 千円

災害防止便益 千円

計 544,192 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.87

評価結果 ・必要性： 宮崎市等の市街地に近接し、潮害防備保安林としてだけでなく、地
域住民の保健・休養・スポーツ等の保健休養の場として活用されてお
り、潮害防備機能の維持及び保健休養機能の高度発揮を図るために当
事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、潮害防備機能の維持及び地域住民を含む多くの
人々が訪れる保健休養の場としての利用が図られ、事業の有効性が認
められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な工種・工
法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから効率性が
認められる。



別紙２
整理番号 １６６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 尾鈴地区 事業実施主体 九州森林管理局
お す ず ち く

（都道府県名） （宮崎県） 西都児湯森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県高鍋町を河口域とする小丸川中流域の木城町北部の板谷地
域に位置し、地質の大部分は、古第三紀から中生代にかけての四万十層群が広く
分布しており、山腹斜面が崩壊し易い脆弱な表層で構成されている地域である。
平成５年の集中豪雨では、奥地森林で多数の山腹崩壊地が発生したため多量の

不安定土砂が流出し、下流域の林道等に被害を与えた。
また、森林の荒廃と渓流域の不安定土砂の堆積が著しい地域である。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．０９ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,135 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,047 千円

山地保全便益 33,839 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 37,886 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.15

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６７

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林整備促進（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 佐土原地区 事業実施主体 九州森林管理局
さ ど わ ら ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県宮崎市の大淀川河口域北部の日向灘に面した海岸沿いに位
置し、シーガイア、宮崎フェニックスリゾート等の大型レジャー施設が隣接して
おり、年間を通じて多くの利用者が利用している地域である。
しかし、近年の台風等の襲来や病虫害の発生により、林帯の衰退が進行し無立

木地、疎林地が発生し、保安林機能の低下が著しくなった。
このため、病虫被害木等の被害木駆除や本数調整伐、植栽工等の森林整備を実

施し、健全な保安林機能を持った林帯の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
静砂垣 １，０００ｍ、 森林整備 １９７ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 133,555 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 424,769 千円

山地保全便益 341,047 千円

環境保全便益 73,515 千円

災害防止便益 千円

計 839,331 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.28

評価結果 ・必要性： 台風等の襲来や病虫害により、林帯の衰退が著しく進行したため、
このまま放置しておくと保安林機能の低下が懸念されることから、当
事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、高波、波浪等の被害による保安林の林帯の衰
退が防止され、保安林の公益的機能の維持・向上が図られることから
有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 矢筈岳地区 事業実施主体 九州森林管理局
や は ず た け

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県国富町の釈迦岳から法華岳薬師寺に至る稜線の南斜面に位
置し、直下には大川原林道が横断しており、下流域には小田爪集落や県道３６０
号線が縦走している。地質は、中生代の四万十層群で占められ、基岸は節理に富
んでいるために崩れやすく縦横浸食が著しく進行している。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で、奥地森林では山腹崩壊が発生し、多量の不

安定土砂が渓床内に堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 11,538 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,305 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 96,024 千円

計 99,329 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.61

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １６９

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 八久保地区 事業実施主体 九州森林管理局
は ち く ぼ ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県高岡町の大淀川支流の清武川支流域に位置し、地形は谷沿
いに一部急傾斜地も見られるが全体的に丘陵性で比較的緩やかな斜面となってい
る地域である。地質は古第三紀日南層群、新第三紀宮崎層群で長い年月の間に風
化、破砕され固結度の乏しい表層で形成されている。
このようなことから、降雨の度に山腹崩壊が発生し、森林の荒廃が著しく、渓

床域には多量の不安定土砂が堆積している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．０９ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,779 千円

山地保全便益 54,923 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 61,702 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.28

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７０

事 前 評 価 個 表

事業名 限界状態設計法等実証（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 高畑地区 事業実施主体 九州森林管理局
たか は た ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署 都城支署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県都城盆地の南東部で日南市と柳岳と牛の峠に連なる山岳地
帯の北斜面に位置し、地形は全般に急峻で、斜面は下降斜面～平衡斜面が多い。
地質は古第三紀の頁岩、砂岩の互層であり、奥地森林では、表層斜面の滑落に

よる崩壊地が点在しているため、不安定土砂が渓床内に堆積している。
このような状況から、山脚の固定及び不安定土砂の流出防止を図る渓間工を設
、 、 、置し 災害を防止すると同時に 渓間工の新たな設計手法を導入することにより

工事コストの縮減、限界状態設計法等に基づく工事の現場における施工性、安全
性等の検証を行い、技術基準、標準歩掛等に反映させ、今後の円滑な治山施設の
整備と新たな設計手法の普及に資することを目的として実施するものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 22,115 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,619 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 139,385 千円

計 142,004 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.42

評価結果 ・必要性： 新たな設計手法の導入により、現場工事におけるコスト縮減に取り
組むため、施工性、安全性の検証を行い、技術基準、標準歩掛等に反
映させ、円滑な治山施設の整備と新たな設計手法の普及のため、当事
業の実施が必要である。

・有効性： 当事業により、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定が図られ
ると同時に、治山工作物の限界状態設計法等の現場工事におけるコス
ト縮減等が検証され、技術基準、標準歩掛等の検討及び治山技術の向
上が図られることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、コスト縮減に資するための新たな設計
手法による現地に応じた最も効果的かつ効率的な工種・工法で検討さ

、 。れており 費用以上の効果も期待できることから効率性が認められる



別紙２
整理番号 １７１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７～２１年度（５年間）

事業実施地区名 井手谷地区 事業実施主体 九州森林管理局
い で た に ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署 都城支署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県山之口町の東岳地域の日向灘へ流入する大淀川支流、東岳
川の上流部の水源地域に位置し、地質は第三紀の砂岩、頁岩の互層からなり、地
形は山頂部で急峻になっている。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で、奥地森林では、多数の山腹崩壊地が点在し

渓床域には多量の不安定土砂が堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 ３ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 53,159 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,522 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 158,116 千円

計 161,638 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.04

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 作鹿倉地区 事業実施主体 九州森林管理局
さ か く ら ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署 都城支署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県えびの市の川内川流域長江・池島川支流の白鳥川源流に位
置し、地形は、緩やかな裾野状であり、地質は第四紀の火山砕屑物・安山岩から
なり、古い溶岩流の上にスコリア質の火山噴出物が堆積している。
平成８年の台風６号の襲来では、奥地の森林で多数の山腹崩壊地が発生し、渓

流域の不安定土砂が土石流となって流下して道路決壊等の被害を与えた。
このような状況から、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、

再び下流域へ流下する恐れがあるため、早期に渓間工を施工し、山脚を固定する
とともに不安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,308 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,001 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 101,495 千円

計 103,496 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.98

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大矢取地区 事業実施主体 九州森林管理局
お お や と り ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県と鹿児島県の県境にある山神谷の下流域に位置し、地形は
急峻で下降斜面の急傾斜地が多く、起伏が激しい地形となっている。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で、奥地の森林が荒廃しており、山腹崩壊地の

発生による多量の不安定土砂が流域内に堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,308 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,955 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 88,762 千円

計 90,717 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.24

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大平地区 事業実施主体 九州森林管理局
おお ひ ら ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県と鹿児島県の県境にある男鈴山の下流域に位置し、地形は
全般に急峻で下降斜面の急傾斜地が多く、起伏の激しい地形となっている。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で、奥地の森林が荒廃しており、山腹崩壊地の

発生による多量の不安定土砂が流域内に堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,796 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 42,005 千円

計 48,801 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.38

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７５

事 前 評 価 個 表

事業名 海岸防災林（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 平山地区 事業実施主体 九州森林管理局
ひら や ま ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県南東部の鰐塚山から柳岳の山系を分水嶺とする広渡川の下
流域に位置し、太平洋側の日向灘に隣接する海岸防災林である。
海岸防災林事業を従来から実施してきたが、近年の台風等の襲来により、潮害

防備保安林の沿岸部が侵食され、裸地部分も見受けられる。このまま放置してお
くと保安林の浸食が進行し、保安林機能が失われ、背後にある保全対象に被害が
及ぼす恐れがある。
このため、海岸に消波工を設けて波浪による海岸線の浸食を防止するとともに

保安林の維持造成を図るものである。

主な事業内容
消波工 １００ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 28,846 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,690 千円

山地保全便益 2,634 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 128,893 千円

計 135,217 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.69

評価結果 ・必要性： 近年の台風等の襲来により、沿岸部の侵食が著しく進行したため、
このまま放置しておくと保安林機能の消滅が懸念されることから、当
事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、高波、波浪等の被害から保安林の林帯の浸食
を防ぎ、保安林の公益的機能の維持・向上が図られることから有効性
が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 大矢取地区 事業実施主体 九州森林管理局
お お や と り ち く

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県と鹿児島県の県境にある山神谷の下流域に位置し、地形は
急峻で下降斜面の急傾斜地が多く、起伏が激しい地形となっている。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で、奥地の森林が荒廃し、多数の山腹崩壊地が

発生したため、多量の不安定土砂が流域内に堆積している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．１０ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 10,577 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,909 千円

山地保全便益 28,880 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 31,789 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.01

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７７

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林管理道整備（国有林） 事業計画期間 平成１７～２０年度（４年間）

事業実施地区名 冷水地区 事業実施主体 九州森林管理局
ひや み ず ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 北薩森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県北西部の鶴田町の鶴田ダム右岸側に位置し、ダム湖畔の
森林は、崩壊地が散在しているとともに過密化した林分が多く、このまま放置し
ておくと水土保全機能が低下し、森林の崩壊、流木等が発生して下流域に被害を
与える恐れがある。
このため、保安林管理道を整備することにより、崩壊地等の復旧工事と本数調

整伐等の森林整備等を総合的に実施し、保安林の水土保全機能の維持・増進を図
るものである。

主な事業内容
保安林管理道 ２，６００ ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 98,007 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 147,449 千円

山地保全便益 135,075 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 282,524 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.88

評価結果 ・必要性： 森林整備等の遅れによる森林の荒廃が進行し、水土保全機能が低下
したことから山腹崩壊等が懸念されており、治山施設の設置と併せた

、 。森林整備の計画的かつ効率的な実施を図るため 当事業が必要である

・有効性： 当事業の実施により、効率的な治山施設の設置及び維持管理と森林
整備の実施で荒廃森林の復旧が促進され、水土保全機能が維持・向上
されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、多種事業の実施・管理にも期待できる
ことから効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 熊鹿倉地区 事業実施主体 九州森林管理局
く ま か ぐ ら ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 北薩森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県北西部の薩摩半島の阿久根市の北部に位置し、地形は全
般的に丘陵性地形となっているが、谷添いは急峻となっている。地質は中生代の
四万十層群で、砂岩、頁岩の互層で崩壊しやすい脆弱な岩質となっているため、
台風等の襲来や集中豪雨の度に、奥地森林では、山腹崩壊地の発生による森林の
荒廃が進行し、渓流域の浸食も著しくなっている。
また、集水面積が広く流量も多いことから、渓床内には上流で発生した不安定

土砂が多量に堆積しており、既設治山ダムは満砂状態となっている。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 12,981 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,067 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 61,106 千円

計 65,173 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.02

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １７９

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 布計地区 事業実施主体 九州森林管理局
ふ け ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 北薩森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県と熊本県境の大口市の北部に位置し、地形は丘陵状の緩
傾斜地となっている。地質は安山岩質の脆弱な性質を持っている。
平成７年の集中豪雨では、奥地森林では多数の山腹崩壊地が発生し、森林の荒

廃が進行している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．１７ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,615 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,438 千円

山地保全便益 41,026 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 45,464 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.73

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １８０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 東谷地区 事業実施主体 九州森林管理局
ひがしたにちく

（都道府県名） （鹿児島県） 鹿児島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県薩摩半島の南東部の知覧町西部で、東シナ海に流れる万
之瀬川の上流の支流麓川の上流域に位置する。地形は上昇斜面で渓流域では岩盤
が露呈した急峻な地形となっている。
平成１４年８月の台風１５号の襲来で上流奥地で山腹崩壊地が発生し、不安定

土砂が下流域へ流出し被害を与え、現在も多量の不安定土砂が渓床内に堆積して
いる。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ再

び流下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定
土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 12,500 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,784 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 31,492 千円

計 39,276 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.14

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １８１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 日添地区 事業実施主体 九州森林管理局
ひ ぞ え ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 鹿児島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県と宮崎県境を流れる川内川中流域に属する湯谷川流域に
位置し、韓国岳西側の稜線部の西側斜面に位置している。また、安山岩を基岩と
して風化の激しい火山灰や火山礫で覆われた脆弱な地質のため、奥地森林では台
風の襲来や集中豪雨の度に山腹崩壊地が発生し、渓床内には不安定土砂が多量に
堆積して森林の荒廃が進行している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 24,038 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 5,429 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 100,492 千円

計 105,921 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.41

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １８２

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１７年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 川添地区 事業実施主体 九州森林管理局
かわ ぞ え ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 鹿児島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県と宮崎県境を流れる川内川中流域に属する湯谷川流域に
位置し、九州の脊梁地帯である韓国岳西側の栗野岳の西側斜面に位置している。
また、安山岩を基岩として風化の激しい火山灰や火山礫で覆われた脆弱な地質の
ため、奥地森林では台風の襲来や集中豪雨の度に山腹崩壊地が発生し、渓床内に
は不安定土砂が多量に堆積して森林の荒廃が進行している。
このため、今後の降雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあり、早期に山腹崩壊地の復旧整備、森林整備等を総合的に実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 ０．１２ ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 13,462 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,022 千円

山地保全便益 36,643 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 40,665 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.02

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓流及び森林の荒廃の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上のために当事業
の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １８３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 宮谷地区 事業実施主体 九州森林管理局
みや た に ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 大隅森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県と宮崎県の境を流れる安楽川の上流域に位置し、地形は
全般的に穏やかな上昇斜面となっており、地質は、火山噴石物で覆われ、基岩の
頁岩は風化が激しく、浸食に対する抵抗力が弱くなっている。
近年の台風等の襲来や集中豪雨で奥地の森林荒廃が著しく進行し、多数の山腹

崩壊地が発生し、流域の渓床内には多量の不安定土砂が堆積している。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 18,269 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,690 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 89,770 千円

計 94,460 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.17

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。



別紙２
整理番号 １８４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１７年度（１年間）

事業実施地区名 吉田地区 事業実施主体 九州森林管理局
よ し だ ち く

（都道府県名） （鹿児島県） 屋久島森林管理署

、 、事業の概要・目的 当該箇所は 鹿児島県熊毛郡上屋久町の宮之浦川支流白谷川の下流部に位置し
下流域には、保全対象である上屋久町の中心市街地がある。
平成１０年７月には、梅雨前線の停滞で記録的な集中豪雨に見舞われ、奥地の

森林では、多数の山腹崩壊地が発生し、多量の不安定土砂が渓床内に流出し堆積
した。
このため、今後の降雨等で渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、下流域へ流

下する恐れがあり、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不安定土砂
の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 22,115 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,454 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 72,090 千円

計 79,544 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.60

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば不安定土砂の流出等が懸念されるため、災害の防止、水土
保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施による、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定に
より、崩壊地拡大の防止、荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が
維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果も期待できることから
効率性が認められる。
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